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要旨
　本研究は、2021年度の新カリキュラム導入後のソーシャルワーク実習受け入れ体制の現状と課題を、
新潟県内の実習施設を対象としたWeb質問紙調査により明らかにしたものである。N大学が登録する
202施設に調査を実施し、80施設から回答を得た。結果として、実習受け入れは「福祉施設の役割」
や「人材育成への貢献」として肯定的に認識されている一方、実習指導者の不足、指導時間確保の困
難、および実習プログラミング作成や養成校との連携・調整負担が大きな課題として示された。また、
多職種連携や職業倫理などの基礎的な対人援助技術には対応しやすいが、資源開発や実践的理解への
対応は難しい傾向がみられた。以上より、実習教育の質向上には養成校との協働強化と実習指導者へ
の支援体制の充実が必要である。特に実習指導者が1名のみの施設も多く、相談相手の不足や業務負担、
新潟県の地理的条件や施設の地域性を踏まえると、実習施設間の分野別・地域別のネットワークの形
成が求められる。
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Abstract
The present study examined the current status of (and challenges in) social-work practicum 
hosting systems after the introduction in 2021 of a new curriculum, using a web-based survey of 
practicum-hosting facilities in Niigata Prefecture. Of the 202 contacted facilities registered with N 
University, 80 responded to the questionnaire. The results revealed that while accepting practicum 
students is viewed favorably as “one of the roles of welfare facilities” and “a contribution to human 
resource development,” significant challenges were also identified, including a shortage of practicum 
supervisors, difficulty in arranging times for the supervision, and/or the burden of designing 
practicum programs in collaboration and coordination with the students’ institutions. In addition, 
although facilities were able to train the students in basic interpersonal assistance techniques such 
as interprofessional collaboration and professional ethics, they reported it much more difficult to deal 
with resource development and practice-based understanding. Based on these results, improving 
the quality of practicum education will require strengthening collaboration with the students’ home 
institutions, as well as expanding support systems for practicum supervisors. In particular, many 
facilities have only a single practicum supervisor with no one to consult with and a heavy workload; 
these facts, together with Niigata Prefecture’s regional particularities influencing the facilities in 
each region, create a necessity for better networks between practicum-hosting facilities of similar 
types and/or located in the same regional areas. 
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Ⅰ　研究の背景と目的

　2018年に社会保障審議会福祉部会福祉人材
確保専門委員会の報告書、「ソーシャルワー
ク専門職である社会福祉士に求められる役
割等について」１）が公表され、社会福祉士
養成教育の充実が求められた。これを受け
て、2021年度より社会福祉士資格取得を目指
す学生に対して新しいカリキュラムが導入さ
れ、主に①ソーシャルワーク機能を学ぶ科目
（講義－演習－実習）の再構築と充実、②実
習時間の180時間から240時間への延長および
実習施設の1施設以上から2施設以上への拡充、
機能の異なる2以上の実習施設での実習実施、
③実習施設の範囲の見直しが行われた。
　この新カリキュラムの背景には、国が今後
の社会福祉士養成において地域共生社会の実
現の推進、新たな福祉ニーズへの対応のため
に「多職種連携・多機関連携」や「社会資源
の創出や地域づくり」など、実践力の高い社
会福祉士を養成していく観点から、実習の質
の担保および標準化が図られるべきであると
の方向性が示されたためである。こうした要
請に応えるため、特に教育と実践の接続を意
識した取り組みが今まで以上に求められ、養
成校と実習施設が連携しながら、学生の実践
力を高める教育環境の整備が進められている。
　新潟県においても、新潟県社会福祉士会が
中心となり、ソーシャルワーク実習指導者講
習会を年1回開催するなど、養成校と福祉現
場が協働して実践力のある社会福祉士の育成
に取り組んでいる。実習施設においては、社
会福祉士実習の受け入れに際し、社会福祉士
資格取得後に相談援助業務3年以上従事した
経験を有し、かつ上記実習指導者講習会を修
了した実習指導者を配置することが要件となっ
ている。こうした講習会は、養成校教員と現
場の実習指導者が交わる貴重な機会となって
おり、教育内容の共有や実習プログラミング
の質的向上に寄与している。また、実習プロ

グラミングの作成において学生がソーシャル
ワーク機能を発揮できる実践能力を習得でき
るように、内容の精緻化が求められており、
現場に対する期待は高まっている。
　一方で、2025年2月に開催された日本ソー
シャルワーク教育学校連盟関東甲信越ブロッ
ク新潟県支部会の連絡会では、実習施設側か
ら「人手不足の中での実習受け入れは負担が
大きい」「カリキュラム変更による実習プログ
ラミングの作成に自信がない」「養成校や実習
施設とのつながりを強化したい」といった課
題が提起された。
　2026年4月1日現在、CiNiiで「ソーシャル
ワーク実習」、「新カリキュラム」をキーワー
ドとして検索したところ16件がヒットした。
しかし、その内容は学生を対象としたアン
ケート調査や各養成校における取り組みの報
告も多いが、いずれも特定の1養成校を対象
としたものである。一方、後藤ら２）や近藤ら３）

のように実習指導者や実習施設側の視点に着
目した研究はあるものの、その数は十分とは
言い難い。したがって、2021年度以降の新カ
リキュラム導入後における受け入れ施設側の
実態を地域内の分野横断的な視点から検討す
ることに意義がある。
　そこで本研究では、新潟県内におけるソー
シャルワーク実習施設の現状と課題を中心に
実習受け入れ側の視点から明らかにし、養成
校と実習現場の協働を促進するための基礎的
知見を得ることを目的とする。

Ⅱ　研究方法

１．研究協力者と調査期間
　N大学が2025年4月1日時点で登録している
社会福祉士実習施設202箇所の実習指導責任
者1名を対象にWebアンケート調査の協力を
依頼した（調査期間：2025年6月15日〜 8月20
日）。
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２．調査方法
　Googleフォームを用いて調査を実施し、80
施設（回答率39.6%）から回答を得た。なお、
回答施設のうち、2025年度実習生を受け入れ
ているのは69（86.3%）、受け入れていないの
は11（13.8%）であった。
３．調査項目と分析方法
　調査項目では、「実習施設・機関の状況に
ついて」、「実習指導について」、「養成校との
連携について」の3つのテーマとし、17項目に
選択方式による質問を作成した。また、「新カ
リキュラムに基づくソーシャルワーク実習の
課題」、「新カリキュラムにおける養成校への
要望」に関する2つの自由記述欄を設けた。調
査で得た内容をSPSS（ver.27）とKH Coderを
用いて量的及び質的に分析した。KH Coderは、
樋口耕一が開発したテキスト型データを計量
的に分析することができるソフトウエアであ
る。この分析方法により、抽出語や語の出現
数を明らかにすることができるとともに、分
析プロセスにおいて計量分析と原文解釈を循
環させることで、作為的な解釈を回避し、客
観的に全体像を明らかにすることができる。
なお、質的データにおける共起ネットワーク
からカテゴリー（後述①〜⑥）を命名する過
程では、共起の強い語群のまとまりを図とし
て可視化したうえで、各語群に含まれる語が
実際に用いられている自由記述文を筆者間で
読み合わせ、その文脈が示す内容について協
議した。複数の解釈が可能な場合には原文に
立ち返り、合意が得られるまで検討を重ね、
最終的なカテゴリー名を決定した。この手続
きにより、量的な出現パターンと原文の文脈
的解釈を往還させながら、恣意的な解釈を極
力排除するよう努めた。
４．倫理的配慮
　本研究は、「新潟青陵大学倫理審査委員会」
の審査を受け、承認を得て実施した（承認番
号：202504）。Web調査については、回答者
が特定されないよう設定していること、回答

の協力が得られなくても不利益にならないこ
と、アンケートの回答をもって調査協力の同
意を得たものとすることを説明文として提示
した。

Ⅲ．結果

１．量的調査から
　（主に上位３分野を中心とした結果を抽出）

１）実習施設・機関の状況について（本稿に
おける「実習施設」には実習機関を含むもの
とし、以下の表記を「実習施設」に統一して
いる）
　回答施設の分野別内訳では、高齢分野が
47.5%と最も多く、ほぼ半数を占めていた。
次いで障害分野が21.3%、地域分野が16.2%で
あり、これら3分野で全体の約8割を占めてい
た（図1）。なお、高齢分野では特別養護老人
ホームや地域包括支援センター等、障害分野
では障害者支援施設や就労継続支援事業所等、
地域分野では社会福祉協議会等が主な実習施
設として挙げられる。その他に、医療分野、
児童分野、福祉事務所、児童相談所等からの
回答があった。
　実習施設における社会福祉士の資格保有者
の人数では、5人以上が53.8%と最も多く、次
に3人が13.8%、1人・2人ともに12.5%であった。

図１　回答施設の分野別割合
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　社会福祉士実習指導者講習会修了者の配置
状況では、1人が30.0%と最も多く、2人・3人
がともに20.0%となっており、多くの施設が1
人〜 3人の実習指導者を配置している。上位
3分野と社会福祉士実習指導者講習会修了者
の配置状況のクロス集計では、最も高い割合
を見ると、高齢分野では1人が50.0%、障害分
野は2 〜 3人が43.8%、地域分野では4人以上
が61.5%であった。令和7年度の実習生の受け
入れ有無と実習指導者講習会修了者の人数と
のクロス集計では、「受け入れていない」機
関では実習指導者が「いない」が27.3%、「1人」
が63.6%、「2人」が9.1%であり、実習指導者
が0 〜 1人の機関が大半を占めている。

２）実習指導者養成における組織的支援と
　　課題

　令和7年度の実習生受け入れ有無と実習指
導者講習会の受講推奨状況のクロス表の令和
7年度の実習生受け入れ「あり」の施設・機
関では、「積極的に勧めている」が46.4%、「ど
ちらかといえば勧めている」が34.8%と合わ
せて81.2%の施設で受講を推奨している。一
方、令和7年度の実習生受け入れ「なし」の
施設・機関では「あまり勧めていない」が
13.8%、「まったく勧めていない」が3.8%、「わ
からない」が3.8%となっており、21.4%の施
設では積極的な推奨が行われていない、また
は推奨状況が不明確となっている。上位3分
野と実習指導者講習会への受講推奨状況との
クロス集計では、障害分野は「積極的に勧め
ている」が58.8%と最も高い割合を示してい
る。高齢分野では「積極的に勧めている」が
34.2%、「どちらかといえば勧めている」が
39.5%と合わせて73.7%が推奨しているが、「あ
まり勧めていない」も13.2%であった。地域
分野では「積極的に勧めている」が38.5%、「ど
ちらかといえば勧めている」が46.2%と合わ
せて84.7%が推奨している。なお、上記の集
計はいずれもクロス集計表に基づく記述統計
であり、受け入れ有無や分野と受講推奨状況

との間の統計的関連性の検定は実施していな
い。
　講習会受講における懸案事項（複数回答）
では、「勤務時間との兼ね合い」が55.7%、「業
務が多忙」が49.4%と高かった。
　上位3分野と講習会受講における懸案事項
のクロス集計では、いずれにおいても「業務
が多忙」「勤務時間との兼ね合い」「講習会の
日程が合わない」が主な懸案事項として挙げ
られている。
３）実習生を受け入れる理由

　実習生を受け入れる理由について上位3つ
の選択を求めた結果、「福祉施設等の役割だ
から」「福祉施設等の取り組みなどについて
知ってもらうことになるから」「実習指導者
の成長につながるから」の3項目を組み合わ
せた回答が23.7%と最も多かった。
４）実習生を受け入れるにあたり組織として
　課題と感じているもの

　全体的に「実習生に指導する時間の確保」
が高く、次いで「実習プログラミングの作成」、

「人手不足」の順であった。これらの傾向は、
高齢・障害・地域の3分野においても概ね共通
してみられた（図2）。
５）ソーシャルワーク実習における教育内容
　の分野別差異

　社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門
委員会の報告書「ソーシャルワーク専門職で
ある社会福祉士に求められる役割等につい
て」で示されたソーシャルワークの24機能を
担うことができる力量の習得が期待されてお
り、社会福祉士の具体的な機能・役割を指し
ている。ソーシャルワーク実習プログラムに
おけるソーシャルワーク実習の「教育に含む
べき事項」では、実習生に対する実習指導者
から実習生が受ける指導内容として表1のよ
うに10項目が規定されている。本研究では、
実習受け入れ側の現状把握という研究目的及
びソーシャルワーク実習の教育目標に照らし
て、日本ソーシャルワーク教育学校連盟が示
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図2　実習生を受け入れるにあたっての課題

表１
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す機能の中から実習施設の実務に直結する項
目を精選して調査票を構成した。回答からは
対応できる項目として、「多職種連携及びチー
ムアプローチの実践的理解」75.0％、「社会
福祉士としての職業倫理と組織の一員として
の役割と責任の理解」72.5％、「利用者やそ
の関係者（家族・親族、友人等）、施設・事
業者・機関・団体、住民やボランティア等と
の基本的なコミュニケーションや円滑な人間
関係の形成」67.5％の順で高く、「地域にお
ける分野横断的・業種横断的な関係形成と社
会資源の活用・調整・開発に関する理解」、「施
設・事業者・機関・団体等の経営やサービス

の管理運営の実際（チームマネジメントや人
材管理の理解を含む。）」、「ソーシャルワーク
実践に求められる以下の技術の実践的理解
（アウトリーチ、ネットワーキング、コーディ
ネーション、ネゴシエーション、ファシリテー
ション、プレゼンテーション、ソーシャルア
クション）」は低い傾向にある。特に「ソーシャ
ルワーク実践に求められる以下の技術の実践
的理解（アウトリーチ、ネットワーキング、
コーディネーション、ネゴシエーション、ファ
シリテーション、プレゼンテーション、ソー
シャルアクション）」は項目の中でも23.8％
と低い水準であった（表1）。同項目において、

図３ 上位３分野の職業倫理への対応

図４　上位３分野の権利擁護への対応
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「対応できる」と回答した分野別では、高齢
分野23.3％、障害分野6.7％、地域分野46.2％
と障害分野は著しく低い状況であった。
　全体を通して、3分野とも人間関係・信頼関
係・生活課題・多職種連携などの基礎的な対
人援助技術については「対応できる」また
は「一部対応できる」とする回答が大半を占
めており、大きな差はみられなかった。一方
で、高齢・障害分野では職業倫理と権利擁護
への対応が高かった（図3、図4）。地域分野
では地域社会・資源開発・実践的理解につい
て「対応できる」とする割合が高かったのに
対し、障害分野では特に地域社会や資源開発
などで「対応できない」とする回答が一定数
みられるなど、教育事項の重点には分野間で
違いがあった。
　実習中における実習指導者と実習生のスー
パービジョンの実施頻度については、「ほぼ
毎日」実施している施設が61.3%と最も多く、
次いで「2 ～ 3日に1回」が15.0%、「1週間に1
回程度」が12.5%であった。その他、「学生か
らの求めに応じて実施」7.5%、「期間やプロ
グラム（予定）の組み方によるが、2 ～ 3日に
1回程度」1.3%、「該当するケースがない」1.3
％、「業務によってまちまち」1.3%といった
回答もみられた。
２．質的調査から（テキストデータによる自

由記述内容の分析）
１）最頻語

　新カリキュラムにおけるソーシャルワーク
実習の課題についての自由記述では、67件の
回答があった。分析には、テキストマイニン
グソフトの「KH Coder」を用いた。分析を
行う前に、記述内容にみられる頻出語の出現
パターンを確認し、同じ意味で表記に揺れが
あると思われた用語について確認し、用語の
統一を行った。「大学」「学校」→「養成校」、

「プログラム」→「プログラミング」、「新カリ」
→「新カリキュラム」とした。
　総抽出語数2,326、異なり語数529、文が122

抽出された。出現率が高い（出現回数4回以
上の）抽出語は35であった（表2）。本調査の
質問項目にある「指導」「内容」の順で出現
回数が多く、次いで質問に対する課題、意見
につながる「新カリキュラム」「機関」「施設」
であった。さらに、実習生を受け入れる上で
の準備、対応として、「学生」「プログラミング」

「課題」などの語が多い（表2）。なお、共起ネッ
トワークでは抽出された「実習」の用語は外
した。
２）共起ネットワークの概要

　次に、この上位35の用語の抽出語を用いて
共起ネットワークを確認した（図5）。共起ネッ
トワークでは、出現パターンが似通った語や
共起の程度が強い語を線で結び、ネットワー
クとして示すものであり、お互いに強く結び
ついている部分ごとにグループ分けされる。
　そこから意味のまとまりとして、①「実習
指導の実践課題」、②「養成校との協働関係」、
③「実習指導に伴う業務負担」、④「新カリキュ
ラム対応に伴う困難」、⑤「実習受け入れに
おける連携課題」、⑥「実践内容の理解と指
導上の課題」の6つにカテゴリー化した。
　①〈指導−課題−難しい−感じる〉等では、

「時間−難しい」の共起や「施設−機関−連
携」等の共起が見られた。②〈思う−良い−
出来る−養成校〉では、「養成校−説明」の共
起や「学ぶ−後期」等の共起が見られた。③

〈業務−負担−提供−自身〉では、業務の中で
の社会福祉士養成に関する「業務−負担」「提
供−必要」の共起が見られた。④「内容−理
解−ソーシャルワーク」では、「実践−理解」
などの共起が見られた。⑤「評価−職員−期
間」では、「期間−受け入れる」等の共起が
見られた。⑥「新カリキュラム−多い−求め
る−プログラミング−対応」等では、「新カ
リキュラム−プログラミング」「作成−対応」
などの共起が見られた。6つのカテゴリーご
との自由記述のデータは、下記の通りである
（下線は筆者） 。
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図5　自由記述の共起ネットワーク図

（出所）図1と同じ

表２
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①　「実習指導の実践課題」

　「障がいの通所施設において、実践で教え
られることが限られる。タイミングが悪けれ
ば面談などもない」「現場実習の中で習得で
きているか疑問に思いながら指導している状
況です。日々の業務をこなしながら「こんな
感じでいいのかな」と迷いながらの指導に
なっているところもあります」「伝えたい内
容はたくさんあるが、時間が確保できない。
普段の業務でいっぱいいっぱいになり、実践
的な場面をあまり提供できない」「新カリキュ
ラムに対応した具体的なプログラムを有資格
者と共に検討していきたいと思っています」
②　「養成校との協働関係」

　「養成校からある程度の新カリキュラム、こ
れを実践してほしいとの提示がない」「その
都度課題を与えたり確認評価したり、補足部
分を講義したり実習施設・機関の責任と成長
を見届けるためにつきっきりの指導体制でほ
ぼ養成校と同じ状況を、通常業務と並行し
行っていくため負担が大きい」「実習自体が
期間も長く、複数の実習生を受け入れ出来な
いことがある」「新カリキュラムは非常にレ
ベルの高い内容を求めているが、養成校に
よっても求める実習内容の濃さに違いがあ
る。」
③　「実習指導に伴う業務負担」

　「時間も人手も無いなかで実習受け入れ自
体が現場にとって大きな負担になっている現
状があります」
④　「新カリキュラム対応に伴う困難」

　「実習プログラミングの作成ができていな
い」「新カリキュラム内容が広範で専門性も
高く、指導方法や内容に悩むことが多い」「新
カリキュラムで求められているプログラミン
グと、実習機関で実際に提供できるプログラ
ミングにギャップがある」「「新カリキュラム
の内容が各区・係に十分に周知・共有されて
おらず、連携体制が整っていない」「本人へ
のアセスメント、地域アセスメントなど提供

できないものも多くあり、せっかく実習に来
ているのにできないものが多いのは申し訳な
いなと思うこともあります」「実習生を積極的
に受け入れる機関ではあるが、新カリキュラ
ムの内容を収集して学習・理解する余裕はな
い」
⑤　「実習受入れにおける連携課題」

　「実習プログラミングを全体で統一するのか、
所属ごとに作成するのかについて、組織内で
の検討が必要」「実習プログラミングの整備、
新カリキュラムの理解促進、各係や区社協・
実習担当者との連携強化が求められる」
⑥　「実践内容の理解と指導上の課題」

　「新科目が出来たことから、実習指導者もそ
の内容について指導出来るレベルまで知識を
昇華させなければならなく、良い勉強につな
がるかと思います」「達成目標が高く、限ら
れた時間や環境の中で目標が達成できるよう
に指導することが難しいと感じている。ま
た、指導が十分でない中での評価に苦慮して
いる」「入所施設での実習だと、コミュニティ
ワークについては講義が中心となってしまう
ことが課題と感じます」「指導者として、実
習内容の根拠を理解、整理する必要性をより
感じます。特にアウトリーチ、ソーシャルア
クション等実践的理解の部分は、正直実習生
に的確な指導が出来ない現状です」

Ⅳ．考察

　本研究により、実習施設では、多機関協働
による包括的相談支援、権利擁護、地域アセ
スメント、社会資源開発、地域づくり等の機
能を担う社会福祉士の養成を目指した努力と
取り組みが行われていた。しかしながら、新
カリキュラム導入後のソーシャルワーク実習
受入体制には、①実習指導者の偏在・不足、
②指導時間と新カリキュラム対応力の制約、
③養成校との調整負担、という三つの課題が
重層していることが示された。なお、質的分
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析における最頻語の出現状況を見ても、「指
導」、「内容」といった調査項目に関連する語
に次いで、「新カリキュラム」、「機関」、「施
設」といった語の出現頻度も高く、「時間」、

「負担」等の語も上位に位置していた。これ
は、実習施設が課題を訴える際に個別の業務
内容よりも新カリキュラムの制度変更そのも
のへの戸惑いや組織・機関としての対応の枠
組みを問題として捉える傾向が強いこと、ま
た日々の業務における具体的な時間的・人的
負担が並行して課題として認識されているこ
とが示しており、量的調査で示された3つの
課題を質的データの面からも裏付けるものと
言える。とくに、実習生への指導時間の確保、
実習プログラミングの作成、人手不足が主要
課題であり、多職種連携や職業倫理など基礎
的な対人援助技術には比較的対応しやすい一
方、資源開発、管理運営、ソーシャルワーク
実践に求められる以下の技術の実践的理解に
は困難が集中していた。なお、こうした分野
間の差異は、実習施設が担う業務機能の違い
を反映したものと解釈できる。地域分野（社
会福祉協議会）は地域アセスメントや資源開
発、ネットワーキングを日常業務として担う
一方、障害分野は施設内での個別支援が業務
の中心であるため、資源開発や管理運営等の
メゾ・マクロ機能を実習で提供する機会が構
造的に少ないと考えられる。これは、実習受
入れを社会的役割として肯定しつつも、人的・
時間的資源の制約のもとで高度化した教育要
求に対応しているという、現場の構造的ジレ
ンマを示すものであり、政策的に期待される
メゾ・マクロ機能と現場の実施可能性との間
にギャップがあることが示唆された。また、
2025年9月に日本ソーシャルワーク教育学校
連盟が公表した実態調査報告書４）では、養成
校側の課題として、1ヶ所目と2ヶ所目の実習
施設の連携、新カリキュラムにおける実習目
的の共通理解、実習施設の確保、基本実習プ
ログラミングの作成依頼が挙げられているが、

本研究ではそれが施設側の時間不足、人手不
足、実習プログラミング作成負担として表れ
ていた。両者は立場こそ異なるが、同一の構
造的課題を別の側面から示していると考えら
れる。
　なお、実習指導者の時間的制約は、実習受
け入れに限定された課題ではなく、研修参加
でも同様であり、新潟県内の社会福祉士全体
に共通する構造的な問題であることが、筆者
らの先行研究からも示唆される。2025年に新
潟県社会福祉士会の会員を対象に実施した調
査５）では、研修参加のハードルとして「忙し
くて時間を確保できない」が52.6％と最も高
い割合を示しており、本研究における実習指
導者講習会受講の懸念事項（勤務時間との兼
ね合い、業務が多忙）と一致する結果であった。
　本研究の調査範囲は新潟県内のN大学登録
施設に限られるが、その結果として、この地
域に固有の地理的・組織的制約が示唆された。
新潟県は都市部と比較して社会資源や関係機
関の絶対数が少なく、施設間の地理的距離も
大きいため、情報交換やネットワーク形成が
進みにくい環境にあると推察される。この点
は、実習施設が「相談相手の不足」や「業務
負担」を課題として挙げていたⅢ.結果とも
整合しており、都市部とは異なる地域性を踏
まえた支援体制の構築が求められることを示
唆している。新潟県の地理的条件や施設の地
域性を踏まえると、実習指導者を支える制度
的・組織的支援の充実は不可欠である。実習
プログラミングの共同作成や分野別・地域別
ネットワークの形成、講習会の開催形態の工
夫など、実習指導者の負担軽減と専門性向上
を両立させる仕組みの構築が求められる。
　これらの取り組みを実効性あるものとする
ためには、主導する主体を明確にすることが
重要である。例えば、新潟県社会福祉士会は、
既存のソーシャルワーク実習指導者講習会の
ネットワークを活用し、分野別・地域別の実
習施設間における情報交換会の場を設ける役
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割を担うことが考えられる。一方、養成校は
実習施設の負担軽減の観点から、基本実習プ
ログラミングの雛形の提供や評価様式の統一
化を主導し、実習施設と共同して内容を精緻
化していくことが求められる。すなわち、新
潟県社会福祉士会が地域内のネットワーク形
成を、養成校が教育内容の標準化と共同形成
をそれぞれ主導するという役割分担も一つの
方向性と考えられ、両者が既存のソーシャル
ワーク実習指導者講習会の場を通じて連携を
深めていくことは、実習現場の負担軽減に資
する協働のあり方として、今後検討していく
余地があると考えられる。

Ⅴ．結語

　本研究は、新潟県内のソーシャルワーク実
習施設を対象に、新カリキュラム導入後の実
習受け入れ体制の現状と課題を明らかにした。
実習教育は、現場の使命感に支えられている
一方で、実習指導者の不足、時間的制約、養
成校との調整負担の上に成り立っている。す
なわち、「福祉施設等の役割」や「人材育成」
といった理念に支えられながらも、人的・時
間的余裕の不足という現実的制約の中で運営
されているという構造的状況が浮き彫りと
なっている。この点は、実習教育の持続可能
性を検討する上で重要な示唆を与えるもので
ある。養成校と実習施設による基本実習プロ
グラミングの協働作成、評価様式の共有、実
習指導者研修の受講しやすい開催方法の工夫、
分野別・地域別ネットワークの形成が求めら
れる。
　本研究の課題として、今回の調査で回答が
得られた39.6%の実習施設は、ソーシャルワー
ク実習への関心や課題を感じている施設が多
いと推察される。本調査では、調査対象をひ
とつの大学の登録施設に限定したため、今後
は調査の範囲を広げる必要があり、県内複数
養成校との合同調査も考えられるだろう。ま

た、前述のソーシャルワーク教育学校連盟の
実態調査報告書では、複数施設での実習が
ジェネラリスト視点の習得、段階的な学び、
学生の意欲向上、実習指導の質向上につなが
るという教育的成果も報告されている。した
がって、今後は受け入れ施設の負担軽減だけ
ではなく、実習指導者・学生双方へのインタ
ビュー調査、経年的フォローアップを組み合
わせ、実習教育が学生に実践能力の形成にど
のように寄与しているのかを多面的・横断的
に明らかにしていく必要がある。また、本研
究で示したクロス集計は記述統計にとどまり、
分野や受け入れ状況との統計的関連性の検証
には至っていない。今後はより大きなサンプ
ルサイズを確保したうえで統計的検定を行い、
関連性の強さを定量的に示す必要がある。
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A Methodological Study of Active Learning Using Generative AI
in “Principles of Early Childhood Care and Education”:

Toward Instructional Design that Promotes the Visualization
of Childcare Perspectives and Reflective Dialogue 

 
Atsushi Furuya

Faculty of Child Education, Department of Child Education, Nagoya Aoi University

生成AIを活用した「保育原理」における
アクティブ・ラーニングの方法論的検討

―保育観の可視化と省察的対話を促す授業設計に向けて―

古谷　淳
名古屋葵大学　児童教育学部　児童教育学科 

要旨
　本稿は、生成AIを「思考の媒介」と位置づける「保育原理」のアクティブ・ラーニング授業設計
モデルを提示する資料である。「保育原理」は保育者養成の中核科目だが、内容の広範さから暗記科
目と受け止められやすい点が課題であった。本稿はディープ・アクティブラーニング論と省察的実
践論を基盤に、生成AIを、学生が批判的に読み解き自らの保育観を言語化するための媒介として用
いる5段階モデル─①概念をAIに説明させる、②回答を批判的に読む、③保育場面を生成させる、④
自らの保育観をAIと対話する、⑤AIの限界を検討する─を提案する。あわせて、各段階における授
業者の支援と、生成AIの誤りや偏り、個人情報の取扱い、生成物の帰属に関する留意点を整理する。
生成AIを「答えを出す装置」ではなく「問いを開く媒介」と位置づけることで、省察的・対話的学
習を促しうる点に特徴がある。本稿は実証研究ではなく、今後の実践に向けた検討材料を示すもので
あり、モデルの効果の検証は今後の課題である。

キーワード
　生成AI，保育原理，アクティブ・ラーニング，保育観，省察的対話 

Abstract
　This paper is a research material presenting a model for designing active learning in Principles 
of Early Childhood Care and Education by positioning generative AI as a "medium for thinking." 
Although a core course in early childhood teacher training, this subject tends to be received as 
material for rote memorization, and connecting that knowledge to the formation of views on 
childcare, children, and the educator has long been a challenge. Drawing on theories of deep active 
learning and reflective practice, the paper presents a five-stage model in which AI-generated 
explanations and scenarios serve as a medium for students to critically interpret content and 
articulate their own views: (1) have AI explain a childcare concept, (2) read the AI's response 
critically, (3) have AI generate a childcare scenario, (4) dialogue with AI about one's own view of 
childcare, and (5) examine the limits of AI. It also specifies the instructor's support at each stage and 
cautions concerning AI errors and bias, the handling of personal information, and the attribution of 
AI-generated text. Positioning generative AI not as an "answer-producing device" but as a "medium 
that opens inquiry" may foster reflective, dialogic learning beyond rote knowledge transfer. This 
paper is not an empirical study; validation of the model remains a task for future work. 

Key words
Generative AI; Principles of Early Childhood Care and Education; Active Learning; 
Views on Childcare; Reflective Dialogue 
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Ⅰ　問題と目的

１．大学教育における生成AIをめぐる現状
　ChatGPTの公開以降、生成AIは大学教育
に急速に浸透しつつある。文部科学省は2023
年7月、「大学・高専における生成AIの教学面
の取扱いについて（周知）」を発出し、各大
学の主体的対応の必要性を示した１）。同時期
に日本私立大学連盟も「大学教育における生
成AIの活用に向けたチェックリスト〔第1版〕」
を公表し、組織的対応と教員個人の工夫の双
方が求められる旨を整理している２）。国際的
にも、ユネスコは生成AIの教育利用に関す
る最初の国際指針を公表し、データプライバ
シーの保護と人間中心の視点を基本原則とし
て示している３）。他方で吉田４）は、生成AI
の効果的な利用が学習を促進しうる一方で、
過度な依存が学生の思考の省略につながるこ
と、および回答の正確性とプライバシーに関
わるリスクを指摘している。これらの動向が
示すのは、生成AIの利用を一律に禁止する
か、無批判に活用するかという二分法ではな
く、学生が生成AIの特性と限界を理解しな
がら、自らの学びを深めるためにどのように
用いるのかを問う段階に大学教育が入ったと
いうことである。
　専門職養成教育では、この問いはいっそう
切実となる。生成AIが提示する一般的・抽
象的な回答をそのまま受け取るのではなく、
それを批判的に読み解き、自らの専門的判断
や価値理解へと結びつける学習方法の構築が
不可欠だからである。教員養成領域では、大
久保らが学習指導案作成における生成AI利
用を取り上げ、学生の理解と有用感に関する
実証的検討を行っている５）。保育者養成領域
でも、実践はすでに始まっている。峰本は、
幼児教育を専攻する学生が指導計画案を作成
した後に生成AIから評価と助言を受け、それ
を踏まえて書き直す往還的学習を実施し、自
己効力感と「言葉の発達を促す視点」の理解

に有意な向上が生じたことを報告している６）。
小室は、領域「表現」の授業を対象として、
美術教育における生成AI活用の可能性と課
題を分析している７）。ただし、これらの実践
は、いずれも指導計画案の作成や、領域「言
葉」「表現」といった特定の保育内容領域に
おける教材・作品の制作を対象とし、生成
AIをその改善や産出のために用いるもので
ある。これに対して「保育原理」は、特定の
保育内容ではなく、保育の理念や価値そのも
のを問う基礎理論科目であり、そこで求めら
れるのは、技能や作品の産出ではなく、学生
が自らの保育観・子ども観を問い直す省察で
ある。本稿が検討するのは、生成AIをこう
した価値理解の省察を促す媒介として用いる
授業設計であり、指導案や教材の産出を目的
とする既往の実践とは、AIを用いる目的と
対象を異にする。
２．保育者養成における「保育原理」の位置

と課題

　「保育原理」は、保育士養成カリキュラム
において中核的な位置を占める科目である。
中谷は「保育原理」が他の科目の「根幹」と
なるべきものであり、次世代の保育者が保育
の価値や理念を基盤として実践を切り拓いて
いくために、保育の「原理」を明確に示すこ
とが求められると指摘する一方、保育士養成
テキストの分析を通じて、教授内容が広範囲
にわたりテキスト間にもばらつきがあること、
なかでも保育の意義や理念に関する内容が脆
弱であることを明らかにしている８）。渡辺も
また、保育・幼児教育の根本に位置するフレー
ベルの思想・教育論に関する文献が四散して
おり、その要点を示すまとまった文献が少な
いことを指摘している９）。
　さらに、中谷は「保育原理」テキストの分
析を通して、「保育の原理」を探求する視座
が養成教育に求められていることを指摘し、
保育の意義・理念・価値といった本質的論題
を扱う科目として「保育原理」が位置づけら
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れるべきことを論じている10）。すなわち、「保
育原理」は、制度や歴史の知識を習得するだ
けの科目ではなく、学生が保育をめぐる物の
見方、感じ方、考え方の基盤を形成する科目
として位置づけられる。また、松山は、保育
実習を体験した学生と体験していない学生を
比較し、保育の基本原則や保育のあり方に関
する項目には有意差が認められなかったこと
から、これらの認識は実習経験によってでは
なく「保育原理」等の講義を通して形成され
ると述べている11）。ここからは、「保育原理」
を理論と実践の接続点として再構成する必要
が示唆される。
　その一方で、「保育原理」は学生から暗記
科目として捉えられやすいことも繰り返し指
摘されてきた。櫻井は、「保育原理A」が保
育制度、関係法令、保育の歴史、保育・教育
思想家などを扱うため、学生にとって暗記対
象として受け止められやすく、各科目の単位
認定や試験通過に意識が向けられがちである
ことを述べている12）。しかし、それらの知識
は本来、「子どもの最善の利益」「子ども主体」

「遊びを通した保育」「環境を通した保育」と
いった基本原理を根拠として、子どもと関わ
るために必要なものである12）。久恒も、「保育
原理」テキストを用いた教授において、学生
に俯瞰的視点を持たせることや、具体的な事
例を通して知識を身につけさせることの必要
性を指摘している13）。五十嵐は、フレーベル
の恩物に系譜をもつ折り紙を保育教材として
歴史的に検討し、フレーベルが折り紙に込め
た教育的意図が十分に理解されないまま受容
された経緯を明らかにしている14）。また飯田
は、「教育原理」「保育原理」におけるフレー
ベルの教育思想の講義が形式的になりがちで、
理論が保育や教育現場の実践につながりにく
いという課題を挙げ、「フレーベルの折り紙」
を用いた教材創作によって理論を実践へと展
開する方法を検討している15）。これらの先行
研究はいずれも、「保育原理」の理論や思想を、

学生が具体的な活動・場面を通して理解する
ことの重要性を示している。
３．理論的基盤─ディープ・アクティブラー

ニングと省察的実践論

　上記の課題に応える教育方法論として、本
稿はディープ・アクティブラーニング論と省
察的実践論を理論的基盤とする。中央教育審
議会答申「新たな未来を築くための大学教育
の質的転換に向けて」（2012）は、学生の主
体的・能動的な学修への転換を求め、アクティ
ブ・ラーニング（以下、AL）を大学教育の質
的転換の鍵として位置づけた16）。しかし松下
は、活動形態としてのALが拡大する一方で、
活動と内容が乖離する「活動主義」に陥る危
険性を指摘し、学習形態の能動性と学習内容
の深さを統合する「ディープ・アクティブラー
ニング」を提唱した17）。深い学びとは、中心
的な考えを理解し、関連づけ、論じ、原理と
結びつけ、離れた問題に適用できるような学
習であるとされる17）。「保育原理」が暗記科
目に陥らず、学生の保育観形成に資するため
には、まさにこの「内容の深さ」をともなう
能動的学修が求められる。
　省察的実践論は、この内容的深さを保育者
養成の文脈で支える枠組みである。ショーンは、
専門職の知が「技術的合理性」のみでは捉え
きれないとし、「行為の中の省察（reflection-in-
action）」と「行為についての省察（reflection-
on-action）」を中核とする「省察的実践家」像
を提示した18）。保育者は、目の前の子どもの
表情、沈黙、関係性を読み取り、その場に応
じて判断を構想する存在である。それゆえ、
保育者養成における「保育原理」は、知識の
伝達にとどまらず、学生が自身の保育観を可
視化し、問い直す省察的な学びの場として組
織される必要がある。
４．本稿の目的と独自性
　そこで本稿では、ディープ・アクティブラー
ニング論と省察的実践論を理論的基盤とし、
生成AIを「答えを提示する装置」ではなく
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「学生の思考を開く媒介」として位置づける
「保育原理」の授業設計モデルを提示する。
本稿の目的は、このモデルを構成する各段階、
そこで用いるプロンプトと学生への問い、お
よび運用上の留意点を整理し、「保育原理」
において生成AIを用いる際の授業設計上の
視点を提示することにある。本稿の独自性は、
第一に、保育者養成における中核科目「保育
原理」を対象として生成AI活用の方法論を体
系的に提示したこと、第二に、生成AIを「思
考の媒介」と位置づけ、保育概念の入口・批
判的読解・事例検討・対話的言語化・メタ認
知という5段階の省察的接続を通して、学生
の保育観・子ども観・保育者観の形成に接続
する枠組みを提案したこと、の2点にある。
なお、本稿は授業実施後のデータや学生の反
応の分析を含む実証研究ではなく、授業設計
上の枠組みと今後の実践に向けた検討材料を
提示する資料である。提示する5段階モデル
の効果の実証的検証は、今後の課題として残
される。

Ⅱ　生成AIを活用した「保育原理」
　の授業設計モデル

　本節では、Ⅰ章で示した課題と理論的基盤
を踏まえ、生成AIを活用した「保育原理」の5
段階モデルを提示する。この授業設計モデル
は、「保育原理」の学びを、知識の受容から
保育観の省察へと展開することを意図してい
る。生成AIによって知識を効率的に提示する
だけではなく、学生がその知識を保育場面や
自己の保育者像と関連づけて問い直す過程を
重視する点が、本モデルの基本姿勢である。
モデルの全体像を図1に示す。5段階のうち、
学生の保育観が可視化される第2段階と、保
育者の専門性が問い直される第5段階が本モ
デルの要であり、授業者の支援もこの二つの
段階に重点的に配分される。

１．生成AI活用型「保育原理」授業の5段階
モデル

　本稿で提案する授業設計モデルは、次の5
段階から構成される。各段階の学習活動、生
成AIの役割、学生に求める学びを表1に整理
する。
　このモデルの特徴は、生成AIを授業の「答
えを出す装置」としてではなく、学生の思考
を促す「媒介」として位置づける点にある。
各段階の内容は表1のとおりであり、第1段階
の導入から第5段階のメタ認知まで、順次的
に深化する省察のサイクルを構成している。
これは、ショーンのいう「行為についての省
察」を学生が経験する学習機会として設計さ
れている18）。なお、以下では、生成AIに入力
するプロンプトの例を【AIへのプロンプト例】、
学生に示す問いや振り返りの観点を【学生へ
の問い】【学生の振り返りの問い】として、そ
れぞれ枠内に示す。

図1　生成AIを活用した「保育原理」の授業設計モデル
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１）第1段階─保育概念をAIに説明させる

　第1段階では、学生が生成AIに保育原理で
扱う基本概念について説明を求める。ここで
の目的は、AIの説明を正解として受け取る
ことではなく、授業で扱う概念への入口を得
ることである。たとえば、「子どもの最善の
利益」「環境を通した保育」「遊びを通した保
育」「子ども主体」「保育者の専門性」などに
ついて、AIに説明を求める。
　具体的なプロンプト例としては、次の三つ
が考えられる（例1〜例3）。

　【AIへのプロンプト例】

　例1）「保育原理」を学ぶ大学1年生にも分
かるように、「子どもの最善の利益」と
いう概念を説明してください。その際、
保育者が子どもと関わる場面にどのよう
に関係するのかも含めてください。

　例2）「環境を通した保育」とは何かを、保
　　育者養成課程の学生向けに説明してくだ

さい。ただし、抽象的な説明だけでなく、
3歳児クラスの具体例も一つ示してくだ
さい。　

例3）「遊びを通した学び」がなぜ幼児期
に重要なのかを説明してください。その
うえで、単なる自由遊びとどのように異
なるのかも整理してください。

　この段階では、学生にAI回答をノートに貼
り付けさせるだけでは不十分である。AIの
説明を読んだ後に、「分かったこと」「まだ分
からないこと」「授業で確認したいこと」を
記述させることで、AI回答を授業前の予備
的理解や問いの形成につなげることができる。
２）第2段階─AI回答を批判的に読む

　第2段階では、第1段階で得られたAI回答
を批判的に検討する。AIが提示した説明は、
整った文章として示されるがゆえに、学生が
その妥当性を吟味する機会を意図的に組み込
まなければ、無批判に受容される危険性があ
る。したがって、AIが提示した説明について
も、それをそのまま受け入れるのではなく、
保育の基本原理に照らして読み解く必要があ
る。
　AIの回答を吟味の対象とするために、ま
ず生成AIに対して、次の二つのプロンプト
（例1・例2）を入力させる。

　【AIへのプロンプト例】

　例1）あなたが述べた「子どもの最善の利
益」の説明について、「保育原理」を学
ぶ大学1年生であれば感じるであろう①
納得できる点、②違和感のある点、③さ
らに確認したい点を、それぞれ理由とと
もに述べてください。

表1　「保育原理」における生成AI活用の5段階モデル



18 新潟青陵学会誌　第19巻第２号　2026年９月

　例2）あなたの説明には含まれていない保
育者の専門性があるとすれば、それは何
ですか。理由とともに挙げてください。

　そのうえで、学生には次の観点を示し、AI
の回答を読み解かせる。学生は検討結果を
LMSの振り返り欄に記入し、4人程度の小グ
ループで発表し合う。

　【学生への問い】

　・AIの回答のうち、納得できるのはどの
部分か。

　・違和感をもったのはどの部分か。
　・保育原理の授業内容と照らして、不足

しているのはどの部分か。
　・具体的な保育場面で考えるとき、さら

に確認したいことは何か。

　さらに、具体的な保育場面に即して、次の
ように問う。

　【学生への問い】

　・AIは「子どもの主体性を尊重する保育
とは、子どもの意見を大切にすることで
ある」と説明しました。この説明のよい
点と限界を考えてください。とくに、子
どもがまだ言葉で十分に思いを表現でき
ない場合を想定して検討してください。

　・AIが提示した「よい保育者」の説明を
読み、そこに含まれている保育者像を整
理してください。そのうえで、その説明
には含まれていない保育者の専門性を考
えてください。

　この段階で重要なのは、学生に「AIが間
違っているかどうか」を判定させることだけ
ではない。むしろ、AIの回答を手がかりとし
て、「なぜその説明に納得したのか」「なぜ違
和感をもったのか」「自分は保育をどのよう
に捉えているのか」を言語化させることであ
る。AI回答を批判的に読む活動は、学生自
身の保育観を可視化するための活動として位

置づけられる。
　この段階では、授業者の関与がとくに重要
になる。学生がAIの回答をそのまま信じ込ま
ないよう、教員は「その説明の根拠はどこに
あるか」「保育所保育指針の記述と照らして
どうか」と問い返し、根拠を確認する場面を
設ける。学生が「AIがそう書いていた」と
述べたときには、その説明を自分の言葉で言
い換えさせ、言い換えられない箇所を授業内
で扱う。
３）第3段階─保育場面をAIに生成させる

　第3段階では、生成AIに具体的な保育場面
を作成させ、その場面をもとに学生が保育者
の援助や子どもの経験を検討する。理論や思
想を実践につなげるためには、講義内容を形
式的な理解にとどめず、具体的な教材や活
動を通して考えることが重要であり15）、生成
AIによる事例生成は、この理論と実践の接
続を支援する方法となりうる。
　具体的なプロンプト例としては、次の二つ
が考えられる（例1・例2）。

　【AIへのプロンプト例】

　例1）3歳児クラスで、片づけの時間になっ
ても遊びを続けたい子どもがいる場面を
作成してください。子どもの言葉、表情、
保育者の声かけ、周囲の子どもの様子が
分かるように、300字程度で具体的に書
いてください。

　例2）5歳児クラスで、友だちとのトラブ
ルの中で、自分の思いをうまく言葉にで
きない子どもがいる場面を作成してく
ださい。その場面を、「子どもの主体性」

「保育者の援助」「環境構成」の観点か
ら考えられるようにしてください。

　これらの事例をもとに、学生には次のよう
な問いを提示する。学生はグループで検討し、
代表者が全体に報告する。
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　【学生への問い】

　・この場面で、子どもは何を経験してい
ると考えられるか。

　・保育者は何を大切にして関わる必要が
あるか。

　・「子どもの主体性」を尊重するとは、こ
の場面では具体的にどのようなことか。

　・AIが作成した場面には、現実の保育場
面と比べてどのような不足があるか。

　この活動では、AIが生成した事例を「実際
の子どもの姿」と同一視しないことが重要で
ある。生成された場面は、あくまで保育原理
を具体的に考えるための仮想的教材である。
４）第4段階─自分の保育観をAIと対話する

　第4段階では、学生が自分自身の保育観・子
ども観・保育者観をAIとの対話を通して言
語化する。ここでは、AIに「考えを作らせる」
のではなく、学生がすでに持っている考えを
外化し、それを問い直すためにAIを用いる。
　具体的なプロンプト例としては、次の二つ
が考えられる（例1・例2）。

　【AIへのプロンプト例】

　例1）私は、保育者は子どもに寄り添う存
在だと思います。この考えをより具体的
にするために、私に問い返してください。
ただし、答えを出すのではなく、私が自
分で考えられるような問いを5つ示して
ください。

　例2）私は、「子ども主体の保育」が大切だ
と思います。しかし、集団生活の中では
保育者が指示しなければならない場面も
あると思います。この考えを深めるた
めに、賛成・反対の両方の視点から問
いを出してください。

　その後、学生には、AIとのやり取りをその
まま提出させるのではなく、次のような振り
返りを書かせる。振り返りは400字程度でLMS
に提出させる。

　【学生の振り返りの問い】

　・AIとの対話を通して、自分の考えが明
確になった点は何か。

　・逆に、自分の考えがまだ曖昧だと感じ
た点は何か。

　・AIの問いかけで考えが深まった点は何か。
　・AIではなく、授業内の他者との対話に

よってさらに考えたい点は何か。

　このように、第4段階では、AIとの対話を
学生自身の省察に接続することが重要である。
AIは、学生の保育観を完成させる存在では
なく、学生が自分の考えに気づき、それを言
語化し直すための補助的な対話相手として位
置づけられる。
　ただし、AIとの対話だけで学びが完結し
てはならない。保育者養成では、人との対話
や実際の子どもの姿に触れる学びが不可欠だ
からである。そこで本モデルでは、AIとの
対話のあとに、①学生が自分の言葉で保育観
を書き直す、②小グループで互いの記述を読
み合い、違いの理由を尋ね合う、③全体で論
点を共有する、④教員が記述の曖昧な箇所や
根拠の弱い箇所にコメントを返す、という往
復を置く。AIとの対話は、この対面の対話
を準備するための外化の作業として位置づけ
られる。
５）第5段階─AIの限界を検討する

　第5段階では、生成AIそのものの限界を検
討する。これは、AI活用型授業において不可
欠な段階である。生成AIが提示する説明や
事例は、整った文章で示されるため、学生が
過度に信頼してしまう可能性があるからであ
る。さらに、生成AIにはハルシネーション（誤
情報生成）や情報源の偏り、著作権をめぐる
課題などが存在するため、学生がAIを使用
する前提として、これらの限界と倫理を理解
する必要がある１）２）３）。
　具体的なプロンプト例としては、次の二つ
が考えられる（例1・例2）。
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　【AIへのプロンプト例】

　例1）AIは保育者の専門性をどこまで説明
できますか。逆に、AIでは十分に説明
できない保育者の専門性にはどのような
ものがありますか。「目の前の子どもを
理解すること」「子どもの表情や沈黙を
読み取ること」「保護者との関係を築く
こと」の観点から考えてください。

　例2）「保育者の判断」はAIに代替できる
と思いますか。代替できる部分と、代替
しにくい部分を分けて考えてください。

　この段階では、学生に「AIを使うべきか、
使うべきでないか」という二分法で考えさせ
るのではなく、「AIをどのような場面で、ど
のような限界を理解したうえで使うのか」を
考えさせることが重要である。生成AIの限
界を検討することは、保育者の専門性を再考
することにもつながる。すなわち、AIが一般
的な説明を提示できるからこそ、目の前の子
どもの表情、身体の動き、沈黙、関係性、家
庭背景、園の文脈を読み取りながら判断する
保育者の専門性が、より明確に意識されるの
である。
２．授業内での展開例
　以上の5段階モデルは、1回の授業内で簡略
に実施することもできるが、より効果的には、
複数回の授業に分けて実施することが望まし
い。たとえば、3回構成として次のように展
開することができる（表2）。表1が各段階の

活動内容と学びを整理したものであるのに対
し、表2は3回の授業への配当を示す授業展開
例である。
　この展開では、第1回で「AIを使って理解
する」、第2回で「AIを使って具体的に考え
る」、第3回で「AIを使いながらAIを問い直す」
という流れをつくることができる。これによ
り、生成AIの活用は、単なる効率化や補助
教材の利用にとどまらず、学生が保育原理の
知識を自分の考えとして引き受け、省察する
ための方法となる。
　各回の到達目標と学生の提出物は次のとお
りである。第1回は、保育の基本概念を自分
の言葉で述べられることを到達目標とし、「分
かったこと」「まだ分からないこと」の記述
を提出させる。第2回は、子どもの経験と保
育者の援助を保育原理と関連づけて説明でき
ることを到達目標とし、グループでの検討記
録を提出させる。第3回は、自らの保育観を
保育原理の概念と結びつけて言語化できるこ
とを到達目標とし、保育観の再記述を提出さ
せる。振り返りの観点は、いずれの回も「AI
の説明のどこに納得し、どこに違和感をもっ
たか」「AIでは捉えきれなかったことは何か」
に置く。
３．生成AI利用上の留意点と教員の責任
　本モデルを授業で用いる前提として、生成
AIの利用に関する次の3点を、あらかじめ学
生に明示する必要がある。
　第一に、生成AIの回答には誤りが含まれ

表2　「保育原理」における生成AI活用の授業構成
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うる。生成AIは事実に反する内容を、整っ
た文章として提示することがある。また、学
習データに由来する偏りが、特定の子ども観
や保育者像を標準として示す形で現れること
もある。したがって学生は、AIの回答を保
育所保育指針や授業で扱った文献に照らして
確認しなければならない。
　第二に、実在する子ども、保護者、園に関
する情報を生成AIに入力してはならない。保
育者養成課程の学生は実習記録や観察記録を
手元に持っており、これらには個人が特定さ
れうる情報が含まれる。授業で扱う保育場面
は、すべてAIが生成した仮想の事例に限る。
子どもに関わる情報の取扱いに慎重であるこ
とは保育者に求められる基本的な倫理であり、
養成段階から徹底する必要がある。
　第三に、生成AIが作成した文章を、学生
自身の考えとして提出してはならない。AI
の回答を用いる場合は、その旨と該当箇所を
明示させる。本モデルにおいて学生が提出す
るのは、AIの回答そのものではなく、それ
を読んで考えたことの記述である。
　これらは、文部科学省の周知１）、日本私立
大学連盟のチェックリスト２）、およびユネス
コの国際指針３）が共通して求める事項でもあ
る。
　これらを踏まえたうえで、教員側にも明確
な責任が伴う。日本私立大学連盟のチェック
リストが整理するように、学生に対するガイ
ドラインの周知、利用範囲と目的の明示、情
報管理と著作権への配慮、評価における生成
AI利用の取り扱いの明確化が、教員個人の
工夫として求められる２）。また、生成AIが提
示する保育場面は一般的な傾向に偏りやすい
ため、教員は学生が複数の事例を比較・相対
化できるような教材設計を心がける必要があ
る。
　以上のように、生成AIを活用した「保育原
理」の授業設計モデルは、知識提示、批判的
読解、事例検討、省察的対話、メタ認知とい

う5段階から構成される（図1）。このモデル
の目的は、生成AIによって保育原理の学び
を代替することではなく、生成AIを媒介と
して、学生が自らの保育観・子ども観・保育
者観を形成していくことにある。その意味で、
生成AIを活用したアクティブ・ラーニング
は、「保育原理」を暗記型の知識伝達科目に
とどめず、保育者としての思考と省察を育て
る授業方法として位置づけうる。ただしそれ
は、授業者が各段階で適切な問い返しと確認
を行うことを前提とする。

Ⅲ　おわりに

　本稿では、ディープ・アクティブラーニン
グ論および省察的実践論を理論的基盤としつ
つ、生成AIを「思考の媒介」として位置づ
ける「保育原理」の授業設計モデルを提示し、
その運用上の留意点を整理してきた。本稿は
実証研究ではなく、今後の実践に向けた検討
材料を示す資料である。提示した5段階モデ
ル、すなわち、①保育概念をAIに説明させる、
②AI回答を批判的に読む、③保育場面をAI
に生成させる、④自分の保育観をAIと対話
する、⑤AIの限界を検討する、という流れは、
生成AIを「答えを出す装置」としてではなく、

「問いを開く媒介」として位置づけるものであ
る。
　生成AIは、保育に関する一般的説明や仮
想的な保育場面を提示することができる。し
かし、目の前の子どもの表情、身体の動き、
沈黙、友だちとの関係、家庭背景、園の文脈、
保育者自身の迷いと判断までは捉えきれない。
だからこそ、AIが提示する回答や事例を批
判的に検討することは、人間の保育者に求め
られる専門性を浮かび上がらせる。すなわち、
保育者の専門性とは、一般的な正解を知って
いることではなく、具体的な子どもの姿を読
み取り、保育の価値や理念に照らして、その
場に応じた関わりを構想することにある。
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　本稿の限界と今後の課題は二点ある。第一
に、本稿は資料として授業設計上の枠組みを
提示するにとどまり、提示した5段階モデル
の実証的検証は行っていない。今後、ワーク
シート、振り返り記述、授業内対話、事前・
事後比較などを通して、AI回答を批判的に
読む活動が学生の保育概念の理解に及ぼす作
用、AIとの対話が保育観・子ども観・保育者
観の言語化に与える影響、AIの限界を検討
する活動が保育者の専門性理解の深化に与え
る効果を実証的に検討する必要がある。第二
に、生成AIの技術的進展は急速であり、本
稿が前提とする生成AIの特性および限界も
短期間で変化しうる。本モデルもまた、技術
の進展と倫理的議論の蓄積に応じて、継続的
に更新されていく必要がある。
　以上の限界を踏まえてもなお、生成AIを活
用した「保育原理」のアクティブ・ラーニン
グは、AIによって学びを代替するものではな
く、AIを通して学生の思考を開く教育方法と
なる可能性がある。ただしその効果は、授業
者による支援があってはじめて期待できるも
のであり、生成AIを導入すること自体が学
びを深めるわけではない。生成AIの回答を
批判的に読み、自らの保育観を言語化し、保
育者の専門性を問い直す過程を組み込むこと
で、「保育原理」は暗記型の知識伝達科目に
とどまらず、保育者としての思考と省察を育
てる基幹科目として再構成されうる。
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実践報告

Ⅰ　はじめに

　急速な少子高齢化と人口減少の進行に伴い、
地域コミュニティの維持が困難になりつつあ
る。特に地方都市の旧市街地では、商業構造
の変化や人口流出により空き店舗や空き家が
増加し、地域の交流機会の減少や住民同士の
つながりの希薄化が進んでいる。このような
状況は、社会的孤立や地域コミュニティの衰
退を引き起こす要因となっており、地域社会
の持続可能性に深刻な影響を及ぼしている。
また、近年、地域共生社会の実現に向けて地
域づくりや居場所づくりの重要性が指摘され
ているが、地域住民や多様な主体が主体的に
関わる持続的な地域拠点モデルの構築は十分
に進んでいるとは言い難い。
　こうした背景を踏まえ、「しもまちengawa

プロジェクト」（以下、engawaプロジェクト）
は、空き店舗を地域の交流拠点として再生し、
学生・行政・企業・地域住民など多様な主体
が関わる「縁側型コミュニティ空間」を形成
することで、世代間交流の促進や地域の社会
関係資本の再構築を図るための社会的装置と
して構想された。特に、大学の教育活動と地
域活動を結びつけ、学生が地域実践に参加す
ることで新たな担い手を育成するとともに、
高齢者や障害者、子どもなどを含む地域住民
の社会参加を促進する仕組みの構築を目指し
ている。
　本稿は、空き店舗を起点とした地域共創実
践であるengawaプロジェクトを対象に、プロ
ジェクト初年度の活動をふりかえり、成果と
得られた示唆を整理するとともに、空き店舗
がどのようにして地域における関係性の再構
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築を媒介する場として機能し得るのかについ
て、実践的観点から検討する。

Ⅱ　しもまちengawaプロジェクトとは

１．実践の背景と地域特性
　engawaプロジェクトのフィールドである
新潟市中央区の下町（しもまち）エリアは、
江戸時代に北前船の寄港地として栄えた港町
であり、本町下市場（フレッシュ本町）を中
心とする露店文化や商店街文化を背景に、地
域住民の相互扶助関係を基盤としたコミュニ
ティが形成されてきた地域である。しかし近
年は、人口構造の変化や商店街機能の衰退に
伴い空き店舗が増加し、地域コミュニティの
弱体化が課題となっている。とりわけ高齢者
の単身世帯の増加や地域活動の担い手不足は、
地域における孤立の深刻化につながるおそれ
がある。一方で、地域には長年培われてきた
生活文化や歴史的資源、住民同士の関係性な
ど、多様な社会資源が存在するが、それらの
資源は必ずしも十分に活用されているとは言
えず、地域の文化的記憶や生活文化が失われ
つつあるという課題も指摘されている。また、
大学や若者が地域社会に関わる機会は必ずし
も多くなく、地域課題の解決に向けた世代間
協働の仕組みも十分に構築されていない。
２．実践目標
　engawaプロジェクトは、かつて日本の住
宅において「縁側」が果たしていた社会的機
能を現代の地域社会に再生しようとする試み
として始まった。縁側とは建築的には屋内と
屋外をつなぐ半屋外的空間であり、訪問者と
居住者が正式な来客関係を結ばずに接触でき
る「敷居の低い接触面」として機能してきた。
この空間的特性が偶発的な出会いや緩やかな
関係形成を促し、地域の相互扶助的コミュニ
ケーションを支える場として機能してきたと
される。また、縁側は世代を超えた接触が日
常的に生じる場でもあり、高齢者の社会的孤

立防止や世代間交流の点から地域福祉的意義
も指摘されている（延藤ほか, 2005）。
　engawaプロジェクトが目指す「縁側型コ
ミュニティ空間」とは、この「敷居の低い接
触面」としての機能を、現代の空き店舗とい
う文脈で再構成するものである。すなわち、
特定の目的を持たなくても立ち寄れる開放性、
多様な世代・立場の人が偶発的に出会える場
の設計、そして利用者が受動的参加者ではな
く実践の担い手となれる構造、の三点を現代
的縁側の要件として位置づける。学生、教員、
職員、地域住民、企業、行政など多様な主体
の関与により、地域の関係性を再構築すると
ともに、文化の継承と新たな価値創出を図る
ことを目指している。
　具体的には、図1「engawaプロジェクトの
全体構造」に示すように、空き店舗の活用を
起点として、コミュニティ形成、文化資源の
活用、コミュニティビジネスの創出へと展開
する多層的なプロセスによる実践として進行
している。教育活動と地域実践が統合されて
いる点が特徴であり、学生は授業の一環とし

図1　engawaプロジェクトの全体構造
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て地域に関わりながら、実践的な学びを得る
と同時に地域課題の解決に寄与できる人材に
なることを目標としている。
３．実践プロセスと成果

（１）対象物件の概要

　プロジェクト初年度である2025年度には、
基盤構築、チームビルディングに加え、具体
的な空き店舗の清掃と環境整備が行われた。
実践の対象となったのは、新潟市中央区本町
通12番町に所在する商店街「フレッシュ本町」
内の空き店舗である。同店舗はかつて衣料品
店・中古品店として営業していたが、数年前
に廃業し、長期間放置された状態にあった。
当該物件との出会いの背景には、新潟市中央
区地域課との連携関係があり、プロジェクト
はこの関係を土台として始動した。初めて建
物内に入った際の状態は、1階、2階ともにた
くさんの物が残されており、床・畳が見えな
い、足の踏み場もない状態であった。
　設計対象となった床面積は45㎡であり、改
修前の1階は、路地側から見て台所、風呂、WC、
収納2箇所、和室、居室、庭、店舗部分から
構成されていた。入口は本町通に面した歩道
側に設けられ、建物裏手には路地からの出入
りも可能な構造となっている。

（２）物件選定という実践

　新潟市中央区が推進する「ハマベリン
グ！！！しもまち地域魅力向上事業」の枠組
みの中で、しもまち地域の町家の存続に向け
て活動する建築家と協議を重ね、①地域住民
が地域課題としての認識を共有している物件
であること、②学園・行政・建築家の協働で
取り組める物件であること、③学生が活動の
ためしもまちに赴ける距離にある物件である
こと、④古民家風にリノベーションできる可
能性のある物件であること、の4条件を設定
したうえで物件を探索した。これは、「すべ
ての空き店舗が社会的装置として機能できる
可能性を有している」という一般命題から、

「この物件が高い蓋然性でその可能性を実現

しうる」という個別の判断へと絞り込むため
の、実践上の選定基準であったと言える。
　この4条件は、それぞれ異なる観点からの
実現可能性を担保するものである。第一の条
件（地域住民の課題認識の共有）は、整備後
の空間が地域から受け入れられるための社会
的基盤を、第二の条件（学園・行政・建築家
の協働体制）は、事業として継続的に取り組
める制度的基盤を、第三の条件（学生の活動
可能な距離）は、教育活動としての持続可能
性を、第四の条件（町家風リノベーションの
可能性）は、地域の歴史的景観・文化的資源
との整合性を、それぞれ確保しようとするも
のであった。フレッシュ本町の当該空き店舗
は、この4条件を満たす物件として選定され、
その後の清掃・改修・運営という一連の実践
につながっている。

（３）清掃・廃棄物撤去の実践記録

　先述したように、対象となった店舗は長期
間放置されており、内部には大量の残置物が
存在した状態であったが、学生は授業やボラ
ンティアとして店舗に通い、清掃および残置
物の撤去にあたった。この過程には地域住民
や中学生も参加し、単なる作業を超えて地域
交流の機会が生まれた。学生を中心とした清
掃活動により、3トンを超える廃棄物が搬出
された。
　清掃活動は2025年9月から11月までの約3か
月間にわたって行われ、地元中学校の生徒が
手伝いに加わったほか、高齢住民から励まし
の声をかけられる場面もあった。搬出には、
教員の知人から借用した軽トラックが用いら
れ、清掃センターまでの搬送は、約30往復に
及んだ。搬出物の内訳としては、大型冷蔵庫
7台・テレビ5台・業務用洗濯機を含む家電製
品、45リットルのごみ袋約50袋分の衣類（一
部は「もぐら工房」（就労継続支援B型）に
ウエス原料として寄付）、茶碗・皿・鍋・や
かんなどの多数の食器類が含まれ、可燃・不
燃の別に応じて月1回の「もやさないゴミの
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日」等に順次排出された。搬出物のうち状態
の良い食器類等は、後述するフリーマーケッ
トでの販売に回され、活動資金の一部に充当
された。

（４）クラウドファンディングによる資金調達と
　工事費の内訳

　空き店舗のリノベーション資金の確保も重
要な課題であったが、これについては、新潟
市クラウドファンディング型ふるさと納税を
活用した共創コミュニティ推進事業補助金に
より寄付を募った。募集期間は2025年8月か
ら11月までの3か月間であり、この間に寄付
総額170万円の支援を得ることができた。た
だし、この170万円はポータルサイトの利用
料等が控除される前の総額であり、実際にプ
ロジェクトに充当された金額は、その86％に
あたる1,462,000円であった。得られた寄付金
は、設計費・清掃・改修など空き店舗の整備
資金に充てられた。
　整備に要した費用は、設計費と工事費に大
別される。設計費（仕様書・仕上表・詳細図
の作成、工事費調整、法規行政手続確認、設

備機器選定、現場監理、および一部地域コー
ディネート業務が含む）については、空間デザ
インを担当した株式会社Suikakaより実施設
計費（45㎡、単価20,000円／㎡）900,000円か
ら300,000円の値引きがなされ、合計600,000
円（税込）であった。
　工事費については、地元工務店である有限
会社サトウホームに発注され、3次にわたって
発生した。第一に、本体工事費826,518円（税
込）であり、内訳は床フローリング施工（オー
ク材、149,800円）、床下地合板・床施工費
（237,880円）、本棚製作（110,000円）、ベン
チ製作（60,000円）、避難口誘導灯（8,700円）、
スポットライト14基（42,000円）、電気工事
（121,000円）、産業廃棄物処理費（10,000円）、
運搬・諸経費（12,000円）から構成された。
第二に、天井解体に伴う追加工事費328,020
円（税込）であり、内訳は天井解体費（106,200
円）、産業廃棄物処理費（65,000円）、天井裏
壁塞ぎ工事（78,400円）、柱補強・丸太加工
取付（26,600円）、諸経費（22,000円）であっ
た。第三に、空調工事および天井造作工事に

写真１　店舗内BEFORE and AFTER
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伴う追加請求であり、内訳は空調工事とし
てエアコン本体（三菱ズバ暖霧ヶ峰　MSZ-
NXV6325S-W、149,900円）および取付工事費
（40,000円）、天井造作工事（勾配天井・切妻）
として木下地（25,000円）、ラワン合板（54,400
円）、施工費（245,125円）、釘金物費（4,500円）、
諸経費（20,000円）が計上された。
　以上を合算すると、設計費600,000円、工事
費（本体・追加2件の合計）1,747,356円となり、
整備費用の総額は2,347,356円に達する。この
うち、クラウドファンディングによる実収入
1,462,000円が主要な財源として充当されたが、
総額の1,462,000円を上回る885,356円について
は、新潟青陵学園に寄せられた別途の寄付金
によって補われた。

（５）内装リノベーションの実践記録

　清掃終了後の空間リノベーションでは、コ
ミュニティスペース、文庫機能、縁側型ベン
チなどが整備された。この内装設計は、フレッ
シュ本町商店街内で事務所を構える株式会社
Suikakaの一級建築士が担当し、床フローリ
ング施工、造作の本棚・ベンチの製作、電気
工事等の具体的な施工は地元工務店（有限会
社サトウホーム）が担った。学生は、この建
築士からレクチャーを受けたうえで、左官に
よる壁塗りなどのDIY作業に挑戦した。2026
年度から参加している2年生は「ここの壁を
全部塗った。2年生の仕事としては、それが
一番大変だった」と振り返っており、専門職
の指導のもとで学生が実際の施工の一部を体
験的に担う形がとられた。また、天井は解体
を最小限にとどめる方針がとられ、旧店舗の
梁がそのまま活かされたことで、施設内には

「古い店舗の面影」が意匠として残されている。
　空間デザインのコンセプトは「裸電球のよ
うな多灯吊りの下でのアクティビティで商店街
の活気があふれだす」ことに置かれ、内部は
大きく3つの機能（①大学の授業等での使用
を想定した多目的「コミュニティスペース」、
②地域の文献・資料を扱う本棚「engawa文

庫」、③コの字型で10人程度が腰掛けられる
大型ベンチとしてプロジェクトのシンボルに
位置づけられる「縁側」）で構成された。改
装工事は2026年2月の寒冷期に実施され、地
元工務店から「しもまちの活性化のため」と
の厚意で費用面の協力を得た。1階入口から
続くスロープにあった白い壁は撤去され、開
放的な空間へと改められた。また、清掃の過
程で新品同様の電子ピアノが発見され、誰
でも自由に演奏できるものとしてそのまま
設置・活用されている。1階奥の和室からは、
着物・帯・下駄、投網など、かつての花街文
化や港町文化を物語る品々も見つかっており、
これらは今後、文化資源としての活用が検討
されている。

（６）清掃・改修作業を通じた対話の記録

　共同作業の場面では、住民との自然な対話
が生じたことが記録されている。学生は「作
業をしていると『何しているの？』や『これ
からどんなふうになるの？』と地域の方々が
話しかけてきてくれた。それがきっかけでい
ろいろと話をすることもあった」と述べてお
り、共同作業がきっかけとなり住民との対話
が生まれた事例が確認されている。
　これらの対話の内容を具体的にみると、単
なる作業内容の説明や近況の交換にとどまら
ず、住民自身の生活史に関わる語りが数多く
聞かれた点が特徴的である。具体的には、か
つて従事していた仕事にまつわる思い出、若
い頃の苦労話、日課としている散歩コースの
紹介、商店街が活気にあふれていた往時のし
もまちの様子、さらには空き店舗の向かいに
位置する衣料品店で交わされるお茶飲み話な
ど、住民個人の生活に関わる話題が繰り返し
語られていた。
　こうした会話内容は、社会福祉分野におけ
る回想法の視点から解釈することも可能であ
る。清掃・改修作業という協働的な物理的行
為が、意図的に設計された回想法的介入では
ないにせよ、結果として住民が過去の生活史
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を想起し語る契機として機能していたことは
注目に値する。また、コミュニケーション論
の観点からは、これらの会話は特定の用件伝
達を目的としない「交話的コミュニケーショ
ン」としての性質を持ちながらも、単なる社
交辞令にとどまらず、生活史という個人のア
イデンティティに関わる内容を含む点で、対
等な関係構築を深化させる機能を有していた
と考えられる。
　こうした対話の広がりは月を追うごとに増
していった。2026年1月には、モンゴルから
の高校生が見学に訪れ、これを機に地域住民
以外の見学者も増加し、社会的に使える空間
になってきたことを実感できるようになった。
清掃という物理的な作業の積み重ねが、空間

に対する外部からの認識の変化を伴っていた
ことがうかがえる。

（７）フリーマーケットの実施

　清掃活動が一区切りついた2025年11月から
12月にかけて、廃棄物処理作業の過程で「ま
だ使えそうだ」として取り分けておいた皿・
湯呑等の食器類、絵画、レコードなどを対象
に、フリーマーケットが2回にわたって実施
された。出店者は清掃活動に参加した学生の
みであり、外部の出店者の募集は行っていな
い。2回合計の来訪者数は約20名であり、商
店街を通りかかった高齢者や、子ども連れの
母親が立ち寄る場面がみられた。売上は1,500
円程度と小規模なものであったが、その全額
が清掃用品の購入など活動資金として活用さ

写真２　左官ワークショップ・壁塗り・清掃
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れた。
（８）教育活動としての位置づけ

　本実践は、「コミュニティビジネス演習」と
いう授業科目およびゼミ活動を母体として展
開されている。履修動機について、ある学生
は「地域に根ざした活動を以前からしてみた
いと思っていた。この授業を取ることで、今
後の職業選びにも生かせると思った」と語っ
ている。また、プロジェクトを経て「使われ
ていないものだからと終わりにせず、価値を
探し出して活かしていくことの大切さを学ん
だ」と話す学生もいた。
　本実践が組み込まれている授業科目は、社
会福祉学科2年生を対象とする通年科目「コ
ミュニティビジネス基礎演習Ⅰ」（2単位、選
択科目、担当：李在檍・三浦修・伊藤裕輔）
である。シラバス上の学習（行動）目標は、
①地域課題について理解し、解決方法を考察
できること、②課題解決方法と地域資源を
関係づけられること、③グループワークや
フィールドワークを通して実践能力を修得す
ること、の3点として設定されている。全30
回の授業のうち、「engawaプロジェクトの活
用」を内容とする回が前期・後期を通じて18
回以上を占め、空き店舗の活用、イベント企
画・実施、地域住民との交流、畑の活用と野
菜づくり・収穫・販売など、実際のengawa
プロジェクトの進行と連動する形で授業が構
成されている。成績評価は、レポート40％、
学習態度60％（試験・小テストは0％）の配
分で行われ、学習態度についてはグループ
ワークや意見交換への参加姿勢、授業中の発
言・態度、準備学習の取組状況が評価対象と
されている。

（９）お披露目イベントに向けた学生の活動
　とプレオープン

　内装リノベーションの完了後、学生はお披
露目イベント（内覧会・説明会）の実施に向
けて、多岐にわたる準備活動を担った。具体
的には、招待者向けチラシの作成、柳都中学

校特別支援学級の生徒も参加した左官ワーク
ショップ開催、シャッターさび落としと塗装、
左官による壁塗り、庭のデザインおよび施工
などのDIY作業に加え、2025年度の活動をふ
りかえり、地域課題とengawaプロジェクト
のアプローチをわかりやすく伝えるためのス
ライド資料と読み原稿の作成を、学生自身が
主体的に進めた。これらの準備は、単なるイ
ベント運営作業ではなく、自らの実践を振り
返り、他者に伝わる形に再構成するという教
育的機能を伴うものであったといえる。
　2026年6月30日には、これらの準備を経て、
改修を終えた空間の内覧会・説明会が開催さ
れ、下本町の「フレッシュ本町商店街」会長
や下町地域の4コミュニティ協議会・自治会
の役員、中央区長ら行政関係者、学区の日和
山小・柳都中校長先生ら約30人が招待された。
当日は、学生がengawa文庫ゾーンに設置さ
れた大型モニターを用いてこれまでの活動実
績や今後の運営方針を説明し、参加者に「コ
ミュニティカフェぶるーすたー。のオリジナ
ルブレンドコーヒー」と「コミュニティビジ
ネス畑で収穫された玉ねぎ」を提供しながら、
縁側ゾーン、engawa文庫ゾーン、多目的ス
ペース、2階スペースといった各空間の使い
方や今後の活用イメージを案内した。また、
コミュニティビジネス演習用の畑（新発田市
真野原）からのZoom中継を交えながら、プ
ロジェクトの広がりを紹介する場面もみられ
た。挨拶に立った青陵ソーシャルイノベー
ション推進機構長（新潟青陵学園理事長）は

「当初は廃棄物の課題があったが、学生たち
が一生懸命きれいにしてくれた。この場所を
地域の皆さんにも使っていただき、一緒に賑
わいの空間にしていきたい」と述べた。完成
した空間は、日中は新潟市の地域おこし協力
隊が常駐することで、誰でも自由に利用でき
る体制が敷かれており、グランドオープンは
2026年11月を予定している。
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Ⅲ　実践から得られた知見

　「プロジェクト初年度実践成果」（表1）を
踏まえ、engawaプロジェクトにおいて観察さ
れた現象を、関係性の形成や価値創出の観点
から再解釈し、その構造的特徴を明らかにす
ることで、それらを単なる活動記録としてで
はなく、地域共創のプロセスに関する知見と
して整理する。
１．「物理的再生」ではなく「意味の転換」
　から始まる空き店舗の再生

　先述したように、engawaプロジェクトが
最初に直面した課題は、長期間放置された空
き店舗に残された大量の廃棄物であった。約
3トンを超える廃棄物は、所有者にとって処理
コストを伴う負担であり、「使えない空間」
として固定化する要因となっていたが、学生
と地域住民が協働して清掃活動を行うことに
より、単なる物理的環境の改善にとどまらず、
空間の意味を「負の資産」から「関係性を生
み出す資源」へと変換できた。このことから、
空き店舗活用の出発点は、物理的整備ではな
く、「その空間をどのように意味づけるか」
という認識の転換にあること、空間の再生は
物理的プロセスであるとともに、社会的・心
理的プロセスでもあるとの示唆が得られた。

２．「関係性の創出装置」として機能する共
同作業

　清掃活動や空間整備は、学生、地域住民、
中学生など多様な主体による共同作業で行わ
れ、参加者同士の関係性を形成する重要な契
機となった。特に、同じ場で身体的に作業を
共有することにより、役割や立場を超えた対
等な関係が生まれやすいことが確認された。
たとえば、清掃活動の際には、地域の高齢者
と残置物を手に語りはじめ、その場にいた学
生が自然に立ち止まって話を聞く場面が多く
みられたが、こうした「作業の合間の語り」は、
事前に設定されたものではなく、物理的な共
同作業が媒介した偶発的な相互行為であった。
実際に、学生自身も「作業をしていると『何
しているの？』や『これからどんなふうにな
るの？』と地域の方々が話しかけてきてくれ
た。それがきっかけでいろいろと話をするこ
ともあった」と振り返っており、共同作業の
場そのものが対話を誘発する装置として機能
していたことが、学生の証言からも裏づけら
れる。学生は支援者ではなく実践主体として
関わり、地域住民もまた支援される存在では
なく、知識や経験を持つ主体として関与する。
こうした関係性の変化は、特定の活動プログ
ラムではなく、「ともに作業すること」その
ものが生み出したものであり、共同作業が関

表1　プロジェクト初年度実践成果
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係形成の中核的手段となることを示唆してい
る。
　菅原（2008）は商店街組織と外部組織の協
働活動を分析し、橋渡し型（ブリッジング型）
のつながり、すなわち異なる属性を持つ主体
間の関係が地域課題の解決に不可欠であるこ
とを示した。本実践では、学生・高齢住民・
中学生・企業という異なる世代・立場の主体
が清掃活動やフリーマーケットという具体的
な共同作業を通じてつながりを形成しており、
この点は橋渡し型ソーシャル・キャピタルの
生成プロセスと対応する。ただし菅原（2008）
が商店街組織という既存の組織的文脈におけ
るSC形成を対象とするのに対し、本実践は
ゼロから関係性が生まれる「形成のプロセス」
そのものを記述・設計しようとしている点に
相違がある。
３．参加のハードルを下げる小規模実践の積

み重ね

　清掃活動の後に実施されたフリーマーケッ
トや交流イベントは、小規模な取り組みで
あったが、これらが継続的に行われることで、
地域住民の参加が少しずつ拡大していった。
重要なのは、これらの活動が「完成された事
業」としてではなく、「誰でも関われる開か
れたプロセス」として設計されていた点であ
り、これにより、地域住民は受動的な参加者
ではなく、実践の担い手として関わることが
可能となった。このことは、地域活動におい
ては大規模なイベントや制度設計よりも、「参
加しやすい小さな実践の連続」が重要である
ことを示している。
４．関係性の中で価値化される未利用資源
　engawaプロジェクトでは、廃棄物や未利
用資源を活用したコミュニティビジネスの試
行が行われている。特に、企業等との共同プ
ロジェクトで促進している食品残渣や木質資
源を活用した堆肥化と農活動、商品開発へと
つなげる取り組みは、地域内での資源循環を
生み出すことを意図している。重視している

のは、資源そのものに価値があるのではな
く、「誰がどのように関わるか」という関係
性の中で価値を生成しようとしている点であ
る。2025年度の清掃活動では、廃棄物は単独
では価値を持たないが、学生や地域住民が関
与することで、環境的価値、教育的価値、経
済的価値が重層的に付与された。このことは、
地域資源の活用においては、資源の有無より
も関係性の設計が重要であるとの示唆につな
がった。
５．地域変革の媒介となり得る教育活動
　engawaプロジェクトは、大学のコミュニ
ティビジネス・カリキュラムなど教育活動と
密接に連動している点に特徴がある。学生は
授業の一環として地域に関わり、実践を通じ
て学びを深めている。このような教育的枠組
みは、単に学生の学習効果を高めるだけでな
く、地域に継続的な関与をもたらす装置とし
て機能している。学生が関与することで、外
部からの新しい視点とエネルギーが地域に流
入し、活動の停滞を防ぐ効果が見られる。し
たがって、教育活動は単なる付随的要素では
なく、地域共創を持続させる仕組みとして位
置づけることができる。
6．「関係性を再編成する場」として機能す

る空き店舗

　空き店舗は単なる物理的空間ではなく、
人々の関係性を再編成する社会的装置として
機能できる可能性を有している。人が集まり、
記憶が語られ、活動が生まれることで、その
空間は「縁側」としての機能を持つようにな
る。このような空間は、偶発的な出会いや緩
やかなつながりを生み出し、地域コミュニ
ティの再構築に寄与する。すなわち、空き店
舗活用を単なる都市再生の手段としてではな
く、地域福祉や社会関係資本の再構築の視点
から捉える必要性を示している。
　山崎・瀬田（2010）の住民参加型計画づく
りの研究は「参加を通じた価値創出」の重要
性を実証しており、住民が受動的消費者では
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なく実践の担い手として関わる構造の意図的
設計が地域再生の鍵であることを示す。本実
践においては、学生自身が関与の仕組みを試
行・修正しながら内発的に構築している点、
および教育カリキュラムとの統合により関与
の継続性を制度的に担保しようとしている点
が、山崎・瀬田（2010）の枠組みとの差異で
ある。すなわち、本実践は既存研究を単に援
用するのではなく、「空間の再生を関係性の
生成プロセスとして捉える」という視座の下、
多主体協働と教育活動の統合という実践的文
脈から新たな知見を付加できる可能性がある
と考える。

Ⅳ　engawaプロジェクトの課題

　これまで述べてきたように、engawaプロ
ジェクトは、空き店舗を活用した地域共創の
実践として一定の成果をあげているが、一方
で課題も有している。engawaプロジェクト
を持続的かつ発展的に展開させていくために
現状を把握し、課題と対策について検討し、
表2のとおり一覧に整理した。

Ⅴ　今後の展開

　今後の展開においては、図4「engawaプロ
ジェクトの今後の展開に関する3年間のロー
ドマップ」に示すように、実践の体系化と持
続可能な運営体制の構築に向けた段階的プロ
セスを通じて、プロジェクトを単なる地域実
践にとどめるのではなく、「空き店舗活用」「地
域福祉」「教育」「コミュニティビジネス」を
統合した新たな地域共生拠点モデル化を目標
とし、下記3点の取り組みを段階的、計画的
に促進していく。
１．空き店舗を活用した地域共生拠点の形成

プロセスの実証的分析

　engawaプロジェクトを対象とした参与観
察、インタビュー調査、アンケート調査など

を通じて、地域住民の参加状況や世代間交流
の実態、社会関係資本の変化を分析し、地域
拠点が果たす役割を明らかにしていく。具体
的には、フィールドワークを通じて地域の文
化資源を棚卸しし、古い写真や生活文化、地
域史などをデジタルアーカイブとして蓄積す
ることで、文化の継承と教育資源化を図る。
また、その成果をもとに地域を歩きながら学
ぶ「まち歩きツアー」を企画・実施し、参加
者が体験的に地域文化を理解できる機会を創
出する。さらに、調査およびツアー内容をも
とに、多様な人々が理解しやすい「LLブック

（やさしい日本語・視覚情報を活用した書籍）」
としてガイドブック化する。これにより、高
齢者、外国人、障害のある人など、従来の情
報媒体ではアクセスが難しかった層にも配慮
し、地域文化へのアクセシビリティ向上を図
る。
２．地域資源循環型コミュニティビジネスの

実装と社会福祉学的視点からの効果検証

　engawaプロジェクトでは、未利用資源を
活用した循環モデルとして、堆肥化、農業生
産、商品開発を組み合わせた取り組みを進め
ている。今後は、これらを一体的な事業モデ
ルとして確立し、小規模ながらも持続可能な
経済循環の仕組みを構築していくことが重要
である。あわせて、こうした地域循環型コミュ
ニティビジネスや地域活動への参加が高齢者
の社会的孤立の予防や社会参加意識の向上に
どのように寄与しているのかを明らかにする
ため、質的・量的調査を組み合わせた分析を
行う。これにより、地域共生社会の形成にお
ける拠点の役割を実証的に示すことが可能と
なる。
３．教育プログラムとしての体系化と組織基

盤の強化および法人化の検討

　大学の授業としてengawaプロジェクトを
位置づけることで、学生・高校生、地域の小
中学生が継続的に地域実践に関与する仕組み
を整備する。これにより、地域課題に対応で
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表２　engawaプロジェクトの現状・課題と対策

図２　ロードマップ（3年モデル）
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きる人材の育成と地域社会への還元を同時に
実現することが期待される。また、プロジェ
クトの持続可能性を高めるためには、運営組
織の明確化と制度的基盤の整備が不可欠であ
る。将来的には、学生が主体となり、地域住
民、大学、企業などが参画する運営組織を構
築し、法人化を含めた持続的な運営体制を確
立することが求められる。

Ⅵ　おわりに

　本稿では、しもまちengawaプロジェクトの
実践を通じて、空き店舗を起点とした地域共
創の展開とその可能性について検討した。そ
の結果、engawaプロジェクトは、空き店舗
の再生を契機として、多様な主体の関係性を
再構築し、地域資源の新たな価値を創出する
実践であることが明らかとなった。また、教
育と地域実践の統合により、持続的な活動が
可能となっている点も重要な特徴である。今
後は、これらの実践をさらに発展させ、地域
に根ざした持続可能なモデルとして確立して
いくことが期待される。
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実践報告

ボッチャ体験を通じたインクルーシブ教育の理解と深化 
－保育現場における理論と実践の「ズレ」を手がかりに－

福岡 龍太１）　　上原 由美１）　　古谷　淳２）

１）新潟青陵大学短期大学部幼児教育学科 

２）名古屋葵大学児童教育学部児童教育学科

Understanding and Deepening Inclusive Education
through Boccia Experience:  

― Insights from the "Discrepancy" between Theory and Practice
in Early Childhood Education ― 

Tatsuhiro Fukuoka1）     　Yumi Uehara1）     　Atsushi Furuya2）  

１）Department of Early Childhood Education, Niigata Seiryo University Junior College
２）Department of Child Education, Faculty of Child Education, Nagoya Aoi University 

はじめに－本稿の背景と問題意識－

　幼児教育のカリキュラム（教育課程）にお
いて「インクルーシブ教育」の推進は喫緊の
課題であり、障碍の有無に関わらず、すべて
の子どもたちが共に学ぶ環境の整備が急務と
なっている１）２）。一方で、教育現場においては、
障碍児を特定の環境に包含する「インクルー
シブ教育」と、当事者への心理的・認知的受
容を促す「障碍理解教育」の双方の必要性が
叫ばれているが、その関係性の整理は必ずし
も十分ではない３）４）。本稿では、インクルー
シブ教育を「環境やルールの再構築による参
加障壁の低減」という枠組みとして捉え、障
碍理解教育をそのプロセスの中で達成される

「情意的な他者受容の形成」として位置づける。

　しかし、乳幼児教育の段階においては、障
碍を「知識」として教えることの限界が指摘
されて久しい４）。単なる情報の提供は、時と
して「かわいそうな存在」や「助けが必要な
他者」というステリオタイプを固定化させる
リスクを孕んでいる。
　本研究では、重度脳性麻痺者のために考案
されたパラリンピック種目である「ボッチャ」
に着目した。ボッチャは、道具（ランプ）や
投てき方法の工夫によって物理的な制約を補
完・無効化する特性を持っている。この競技
特性は、従来の「支援する／される」という
二分法的な非対称関係を、共通のルール下で
プレイする対等な「競技者（遊び手）」の関
係へと再構築する力を秘めており、インク
ルーシブ教育の理念を具体化する媒介として
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極めて高い親和性を持つ９）10）。
　筆者らは2025年度から2026年度にかけ、新
潟市内の私立こども園において全5回のボッ
チャ・ワークショップを実践した。当初の目
論見では、Kolbの体験的学習理論６）に基づき、

「具体的経験」を通じた内省的観察が自ずと
社会的文脈における障碍理解へと繋がると想
定していた。しかし、実際の保育現場では、
子どもたちが示す「遊びへの熱狂」や「ナラ
ティブな応答」が先行し、指導者が意図した

「社会的意味への内省（省察）」に至らずに単
なるレクリエーションとして消費されてしま
うという、理論と実践の間の看過できない「的
の外れ（ズレ）」が生じることが判明した。
　本稿の目的は、この「理論と実践の乖離」
を直視し、単なる成功事例の報告に留まらず、
ボッチャ体験を真にインクルーシブな学びへ
と昇華させるために必要な教育設計上の課題
を明らかにすることにある。
※なお、本稿における表記方針として、「障害」

ではなく「障碍」の表記を採用する。これ
　は、「害」という文字が対象者個人に帰属

する欠陥を想起させることを避け、インク
ルーシブ教育の立場に基づき、個人の身体
特性と社会環境との接点に生じる「碍り
（障壁）」に着目するという研究上の視座
を示すためである。

Ⅰ　ボッチャを通じた障碍理解教育
　の理論的布置

１．インクルーシブ教育の再定義
　　　－適応から共創へ－

　インクルーシブ教育の本質は、Booth & 
Ainscowが提唱したように、既存の教育システ
ムに障碍児を「はめ込む」ことではなく、教
育環境そのものを「再構築（Restructuring）」
することにある２）。Boothらはインクルージョ
ンを「学習と参加への障壁を低減するプロセ
ス」と位置づけている２）。幼児教育のカリキュ

ラム（教育課程）においては、この再構築は
単なる制度的配置に留まらず、日常的な「遊
びのルールの変更」や道具の工夫によって全
員の「参加への障壁を低減する」という具体
的な実践形態を伴って行われる。特定の誰か
が参加できない状況を、集団全体で克服しよ
うとする動的なプロセスこそが、園児におけ
るインクルーシブな態度の萌芽となる。
２．身体的経験の優位性と情意領域へのアプ

ローチ

　Bloomの学習分類に基づけば、従来の教育
は「認知（知識）」に偏重していた５）。しかし、
乳幼児期は「情意（感情）」と「行動（身体）」
が先行し、その後に意味づけがなされる。
身体的対話： ボッチャにおけるボールの軌

道、衝撃音、目標への距離感は、言語を介
さない非対称的な他者とのコミュニケー
ションを可能にする。

「出会い」としての障碍： 障碍を解説される
「客体」としてではなく、共にゴールを目指

　す「状況」の一部として出会うことで、先
入観のない受容が促進される。

３．体験的学習理論の適用とその限界
　Deweyや Kolbが説く体験的学習は、本実
践の根幹をなす理論である。Kolbは、学習
を「具体的経験」「内省的観察」「抽象的概念
化」「能動的試行」の4段階のサイクルとして
モデル化した６）。
　本実践において、子どもたちは「具体的経
験（ボールを投げる・動かない身体体験）」
を経て、工夫を凝らす「能動的試行（ランプ
や補助器具の制作）」の段階においては極め
て高い創造性を発揮した。しかし、筆者が抱
いた疑念は、このサイクルにおける「内省的
観察」から「抽象的概念化（障碍理解という
社会的意味づけ）」に至るフェーズが、指導
者側の意図した通りには機能しないという点
であった。子どもたちの没頭は「今ここにあ
る遊びの楽しさ」に向けられており、それを
社会的文脈へ架橋するためには、単なる体験
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の提供を超えた体系的な「省察支援」が不可
欠であることが示唆された。
４．ボッチャという媒介の独自性と「サイボー

グ的共生」
　Misener & Darcyが指摘するように、パラ
スポーツの魅力は、障碍を「欠如」ではなく

「ルールの構成要素」に変換する点にある９）。
　本研究では、障碍を補完・拡張する思想と
して「サイボーグ的共生」という概念を導入
する。ここでのサイボーグ的共生とは、身体
的欠如を悲観・治療の対象とするのではなく、
テクノロジーや簡易な補具（ランプや自作器
具）を自らの身体の一部として統合し、多様
な身体特性を持つ他者と対等に競技・協働す
る状態を指す。 園児たちが「どうすれば届
かない子のボールを近づけられるか」を考え、
廃材等から道具を生み出すプロセスは、まさ
にこのサイボーグ的共生を直感的に具現化す
る試みであった。

Ⅱ　研究方法および倫理的配慮

１．実践概要および対象
対象：新潟市内 私立こども園 年長児21名
　　　（および第5回は保護者）
期間：2025年度〜 2026年度（全5回）
　分析対象とする実践：理論と実践の「ズレ」
が最も顕著に現れた「第3回（2026年1月16日
実施）」および「第5回（2026年2月27日実施）」
２．記録データおよび分析方法
　本研究は、実践者自身による参与観察を中
心とした質的実践報告である。データの収集
にあたっては、以下の多元的な記録を用いた。
・参与観察ノート（フィールドメモ）：各回終

了後、筆者および共同観察者が園児の行動、
身体的素振り、空間の雰囲気を詳細に記述。

・発話、対話記録：ワークショップ中の園児同
士、園児と筆者・保育者・保護者とのやり
取りを音声録音および記述により記録。

・写真、映像記録：制作物（自作ランプ・補助

器具）の構造や、投てき時の身体動作、自
陣（ロール紙）の書き込みを記録。

　分析においては、収集した質的データを時
系列に沿って再構成するとともに、Kolbの
体験的学習サイクルの各段階（経験・内省・
概念化・試行）に照らし合わせ６）、どの段階
が円滑に機能し、どの段階に理論との「ズレ」
が生じたかを帰納的に抽出・分析した。
３．倫理的配慮および指導上の配慮
　本実践の実施にあたり、以下の倫理的配慮
および安全・指導上の配慮を講じた。
・研究実施および同意：園長および法人の承

諾を得た上で、保護者に対して研究の趣旨、
観察データの使用目的、写真・映像の学会
発表等への使用範囲を事前に文書にて説明
し、書面による同意を得た。

・プライバシー保護：本稿に登場する児童の記
述においては、個人が特定されないよう匿
名化処理を行い、プライバシーに細心の注
意を払った。

・参加の任意性：児童に対しては、活動への参
加・不参加が自由であり、不参加によって
不利益を被らないことを保育者を通じて配
慮した。

・身体的模擬体験に関する指導的配慮：第3回
で実施した「腕を袖に通さない」という擬
似体験は、障碍者の不自由さや不幸を疑似
体験させる「憐憫の情の醸成（いわゆる不
幸体験）」に陥る危険性を孕む。そのため、
指導においては「腕が使えない苦痛」を強
調するのではなく、「手を使わずにどうやっ
て遊ぶか」という「ゲームの新しいルール・
条件」として提示し、ポジティブな創造的
課題解決へと誘導するよう厳格に配慮した。

Ⅲ　実践観察記録
　－新潟市内私立園における変容プロセス－
　
　本章では、全5回のワークショップのうち、
理論と実践の乖離が顕著に現れた「第3回（ラ
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者はどのような状態だったかを子どもに
問う。手がなかったことを思い出し、も
う一度筆者と一緒に腕を袖に通さないス
タイルになってみないかと誘ってみた。
たちまち全員が体操上着の中に腕を隠し、
歩き回りだした。そして、この状態で一
緒にボッチャを楽しみたいのだが、どう
やってボールを投げればよいだろうかと
問いかけた。準備してある材料は自由に
使え、制作方法に制約はないことを伝え
ると、子どもらは筆者の問いに言葉で答
えることなく、即座に制作に取り掛かっ
た。10時15分。

　　廃材が置いてあるエリアにさりげなく
雨どいを置き、腕が自由に使えない状態
を体験し、その状態を意識した子どもら
は、雨どいを使用して傾斜を作ってボー
ルを投げ出すための器具を制作する「雨
どいランプチーム」と、自身の身体の任
意の部分にボールを固定して投げ出すこ
とができるように、空き箱などで補助器
具を作成する「個人制作者」とに分かれた。

　　雨どいランプチームは4組となり、そ
れぞれ4名ずつの構成となった。直径600
㎜×長さ1200㎜の茶色い雨どいをそれぞ
れ1本ずつ使用して、ティッシュの空き箱
やビニールラップの芯などで高低差をつ
け、ボールが前方へ投げ出せるように形
成していく。あらかじめ的となるターゲッ
トマットを会場の中央に固定し、その周
辺でランプを制作している。ボールが飛
び出す先端を、空き箱などを利用して少
し上向きにすることで、勢いづいたボー
ルがより遠くへ飛ぶような工夫が施され
た雨どいを作ったチームは、ボールが通
過する樋の内側の面にガムテープを貼り、
滑りをよくするための策を講じた。別の
2チームは装飾に意識が向いているのか、
印刷が施された部分を切り抜き、樋のへ

ンプ制作とルール交渉）」および「第5回（保
護者参観と身体運動の共有）」の実践記録を
提示し、その内容を検討する。
１．第3回ワークショップ「身体的制約の擬

似体験と補助器具の創造的開発」

　日時： 2026年1月16日（金）10：00 ～ 11：30
　会場： 新潟市内 私立こども園 遊戯室
　対象： 年長児21名
　準備： 競技用ボール（2セット）、雨どい（4

本）、ターゲットマット、廃材（ト
イレットペーパー芯、卵パック等）、
粘着テープ類、BGM

【経過記録原文】

　
・準備から開始まで：9時に会場に到着し
てランプ（投てき補助用具）の作成を行
うための実施準備をする。正式競技用ボー
ルは新潟市内の公共スポーツセンターよ
り2セット貸借してきた。ランプの材料と
して購入した雨どい4本と、ターゲット
マットと呼ばれる点数が的のように印刷
されたビニールマットを1枚準備する。ト
イレットペーパーの芯や鶏卵のパッケー
ジなどの廃材は会場の外の材料広場に分
別して集めてある。接着用具はガムテー
プやセロハンテープのみとして、木工用
ボンドなどは使用しないこととした。そ
して有名なアニメの挿入歌などをBGMと
して音が聞こえる環境に設定した。

　　10時に子どもらが会場へ入ってきた。
筆者は腕を袖に通さず体側に添えて上着
を着て、横向きに床に寝そべった状態で
子どもを迎えた。子どもは不自然な状態
の筆者を目にすると「どうしたの？なん
で手がないの？」と質問をしてきた。筆
者はその問いには答えず、しばらく横た
わったまま朝の挨拶をした。徐々に腕を
出し立ち上がると、準備運動を行うため
に遊戯室内に広がった。10分ほどランニ
ングとストレッチをしたのち、先ほど筆
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りを華やかにし、作品としての満足度を
高めようとした。また別のチームはより
遠くへ飛ばすための最適な角度を模索し、
何度も試投を繰り返しながら目的地点へ
正確に投げ込める器具を追求した。各チー
ム内の様子を見れば、4名とも意見が合
わず、制作開始直後は一向に形が見えて
こなかった。お互いに意見の折り合いを
つけながらも徐々に形づくられていった。
チーム同士を比較しても、チーム内の様
子を見ても、四者四様のこだわりが明確
となる。

　
　一方、5名の個人制作者の状況はという
と、ボールを乗せるための塵取りのよう
な形状に開封した菓子箱を自らの足首に
ガムテープで固定したり、聖火トーチの
ようなものを作り、先端にボールを乗せ
足で倒してボールを飛ばす装置を制作し
たり、手の代わりになるような筒状のも
のの先端にガムテープを輪のように貼り
付け、ボールを粘着力で持ち上げるアイ
デアがあったりと、手を使わずにボール
を投げるというより、手を使わずにボー
ルをコントロールすることにこだわった
作品が多く出来上がっていった。

　　制作時間が経過するにつれて、制作し
たものを微調整しながら試し投げを繰り
返し行う子どもが増えた。そして11時を過
ぎたあたりからターゲットマットへボー
ルを投げ込むことに夢中になっていった。
何度も投げ入れると制作物はあっけなく

　壊れることもあり、都度補強を入れるこ
とで各作品はみな強固になっていった。
11時30分になり制作したものを遊戯室の
所定の場所へ集めて、次回第4回の本格的
なゲームに使用できるように保管するこ
とにした。全員で遊戯室の掃除を行い終
了した。

　制作の様子

　　グループでも個人でも共通して見受
けられた子どもらの制作状態は、他者と
相談をしながら、ダンボール箱の分解や
ら材料の接着方法などを試行錯誤してい
る点だ。また、思い通りにボールが飛ぶ
イメージはそれぞれ違えども、ターゲッ
トマットの真ん中にボールを集めること
ができればみんなで喜ぶ姿が確認でき
た。何度もボールを投げて試行錯誤をし
ているうちに、投げたボール同士が当たっ
てしまうこともある。しかしそこで小競
り合いは発生せず、黙って相手のボール
を手に取り返す光景も多く見受けられた。
総じて温和な環境が継続され、1時間ほ
どの制作時間とその後の試し投げに熱狂
する時間は心地よいBGMが響くとりわけ
大人の社交場と見まごうほどの雰囲気が
漂っていた。

　【事実経過の整理と考察】

　・導入（身体的違和感との遭遇）：10時、
園児の入場時、筆者は腕を袖に通さず体
側に添え、床に寝そべった状態で迎えた。
園児からの「どうしたの？」「なんで手が

　ないの？」という問いに対し、即答を避
けつつ朝の挨拶と準備運動を行った後、

写真1　黙々と協働制作中
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「腕を袖に通さないスタイル」を提示した。
不自由さを「知識」ではなく「遊びの前
提条件（ルール）」として提示したことで、
園児らは抵抗なく共感的模倣を開始した。

　・制作活動（四者四様の解決策）：園児ら
は「雨どいランプチーム（4組16名）」と

「個人制作者（5名）」に自発的に分かれた。
ランプチームは滑りを良くするガムテー
プの補強や角度の調整を行い、個人制作
者は足首への箱の固定や粘着筒の制作な
ど、手を使わずにコントロールするため
の多様なアイデア（身体拡張）を生み出
した。

　・試行と調整：11時以降、ターゲットマッ
トへの試し投げを通じて破損と補強を繰
り返し、器具の強度を高めていった。

　・制作の様子に関する考察：目標地点へ
ボールが集まる体験を共有することで、
他者との優劣を競わない温和な「社交的
空間」が創出された。

２．第5回ワークショップ「社会的接続と身
体運動の共有－保護者との協働－」

　日時： 2026年2月27日（金） 10：00 〜 11：30
　会場： 新潟市内 私立こども園 遊戯室
　対象： 年長児21名、保護者

　準備： 競技用ボール、板ダンボール（5枚）、
自作ランプ（4基）、ロール紙（1m
×10m）、ぱたんQ、BGM

【経過記録原文】

　・準備から開始まで

　　今回も事前に新潟市内の公共スポーツ
施設より競技用ボールを貸借し、土台と
なる板ダンボール（畳1畳大）5枚を持参
して9時より準備を開始した。第3回に制
作したオリジナルランプ4基を板ダンボー
ル上にガムテープで固定し、園児が床の
上を滑らせて容易に移動できるよう改修
を施した。制作から2か月が経過しており、
その間の試し投げによる損傷も散見され
たが、活動に支障はないと判断し、その
まま使用することとした。遊戯室の壁沿
いには、記録用のロール紙（1m×10m）
を敷設した。準備中から園児らが様子を
見に来ては「早くやろうよ」と待ちきれ
ない様子で声をかけてくるなど、活動へ
の高い期待感が伺えた。今回は保護者参
観日として、親子共創のプログラムを計
画した。

　・活動の様子

　　10時に園児が入場。逸る園児らから「早
くボッチャをやろう」との声が上がるが、
予定通り10分間の準備運動を実施した。
次に、多色のマジックペンを用いて陣地
設定を行った。両手を広げても隣とぶつ
からないエリアを自陣とし、ロール紙を
挟んで対面で21名分の場所を確保した。

　　続いて、ブックエンドを改良した標的
　「ぱたんQ」を20個配置した。これは衝

撃で倒れると底面の点数（10 〜 30点）
が見える仕組みである。園児らは軽快に
ボールを投げ込み、倒れるたびに自陣へ
戻り点数をメモする作業を10分間継続し
た。

　　その後、親子対面での「ボッチャキャッ

写真2　絶賛奮闘中
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チボール」を実施した。当初は中間地点
に投げる姿が目立ったが、回数を重ねる
ごとに相手の足元へ寄せるなどコント
ロールが向上し、ボール同士が接近する
場面が多く見受けられるようになった。

　

　　後半のメイン活動では、会場中央にター
ゲットマットを敷設。各自が第3回に制作
した自作ランプや補助器具を並べ、中央
を狙うボッチャ遊びを行った。投てき直
前に「いきます、投げます」と発声するルー
ルを設けたが、熱狂のあまり他者の終了
を待てず、四方八方から中央へボールが
なだれ込むカオス的な状況となった。筆
者はミュージカルの演者のように「3点！」

「1点！」と判定を下し、園児らは汗をか
きながら20分間投てきに没頭した。

　　最後に、陣地に記した点数の合計を算
出する「算数遊び」を行った。10点刻み
の加算に苦戦する場面では保護者が寄り
添い、共に計算を進めた。投てき回数の
差による合計点の差を気にする児はおら
ず、自らの軌跡である陣地を切り取って
持ち帰り、11時30分に全行程を終了した。

　【事実経過の整理と考察】

　・準備と導入：園児らの「早くやりたい」
という自発的な期待感は、ボッチャが義
務的な学習ではなく「魅力的な遊び」と
して定着したことを示している。

　
・展開：「ぱたんQ」による視覚的フィー
ドバックや、保護者との対面キャッチボー
ルを通じて、非言語的な身体対話が行わ
れた。一方で、メイン活動での「多方向
からのなだれ込み」は、ルールの形骸化
と熱狂の過熱を示していた。

　・発展：点数集計（算数遊び）を通じて
身体運動の結果を数値化し、保護者との
協働のもとで活動を締めくくった。

写真5　算数遊びのようす

写真4　カオスな盛り上がり

写真3　ボッチャキャッチボ―ル
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３．実践記録の総括的分析
　以上の記録から、先行研究が示す「認知の
再構築」は、知識の授与ではなく「身体的不
自由さを遊びのルール（前提）として組み込
むこと」で達成可能であることが実証された。
飛距離ではなく「目標への近接」を目指す構
造が、競争を共創へと変質させていた。
　一方で、第5回で見られたルールの無効化
（多方向からの投てき）は、体験が「レクリ
エーションとしての熱狂」に偏り、社会的文
脈におけるインクルーシブな「秩序」への接
続が不十分であるという本研究上の課題（「的
の外れ」）を明白に浮き彫りにした。

Ⅳ　考察－実践から見えた理論との
　「ズレ」と再構築への展望－

　本章では、第Ⅲ章で観察された具体的な子
どもたちの行動事実に照らし合わせ、第Ⅰ章
で提示した理論的枠組みとの整合性および

「ズレ」について考察する。
１．「障碍」の脱構築－欠如から「ルールの

起点」へ－
【観察された事実】 第3回において、筆者の「手
がない状態」を目撃した園児らは、「どうし
たの？」と問いかけた後、全員が自ら腕を上
着の中に隠し、「手を使わないでボールを投
げる方法」を即座に模倣・暗黙のうちに承諾
した。さらに、菓子箱を足首にガムテープで
巻いたり、雨どいの内側にガムテープを貼っ
て滑りを良くしたりする等、具体的かつ多様
な解決策を創出した。

【理論的解釈】 従来の認知的アプローチ（楠
見・小池）では、障碍は「知識として補完す
べき対象」とされがちであった。しかし本実
践では、「手がないこと」は悲劇や欠如では
なく、「どうやってボールを飛ばすか」とい
うクリエイティブな課題（ルールの起点）へ
と置換された。これは、障碍を「欠如」では
なく「代替的能力の起点」として捉え直す 

写真6　疑似体験で思案中

Misener & Darcyの理論を、園児が遊びの身
体動作を通じて直感的に体現した例と言える。

２．「共感的理解」の深化と「社交的空間」
の成立

【観察された事実】 第3回および第5回の投げ
込みにおいて、投げたボール同士が激しく衝
突・接触しても、児童同士の間で小競り合い
や他者への不満は一切発生しなかった。相手
のボールを黙って拾って手渡したり、ター
ゲットマットの中央に集まったボールを見て
敵味方関係なく全員で歓声を上げたりする姿
が観察された。

【理論的解釈】 この「大人の社交場」とも評
すべき温和な空間の創出は、相手を排除する
競争原理ではなく、「共通の目標地点へボー
ルを寄り添わせる」というボッチャ独自の競
技特性がもたらした成果である。Deweyの
説く「社会的状況と身体との相互作用」が、
他者排除ではなく他者受容として昇華された
瞬間であり、Booth & Ainscowの言う「参加
への障壁を低減し、全員が参加する文化の再
構築」が現場レベルで立ち現れたと解釈でき
る。
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３．実践から浮かび上がった「的の外れ」
　　－理論への問いかけ－

【観察された事実】 第5回のメイン活動におい
て、「投てき前に『投げます』と発声する」
というルールを設定したにもかかわらず、高
揚した園児らは他者の発声や順番を待てず、
四方八方から同時にボールをなだれ込ませる
カオス的な状況を生み出した。

【理論的解釈】 ここに本研究の最も重要な課
題（理論と実践の「ズレ」）が存在する。Kolb
の理論によれば、体験（具体的経験）は「内
省的観察」を経て「抽象的概念化（社会的文
脈での意味づけ）」へと高められるはずであっ
た。しかし実際には、体験が持つ強烈な「快楽・
熱狂（レクリエーション性）」が勝り、他者
との秩序ある共生という社会的文脈への接続
が切断されていた。単に「楽しかった」で終
わらせず、この熱狂をインクルーシブな態度
の定着へと昇華させるためには、体験の最中
および直後における「指導者の言語的介入・
省察の体系化」という教育設計上の補強が不
可欠であることが判明した。

おわりに－インクルーシブ教育実践
の再構築に向けて－

　本実践により、ボッチャは乳幼児の「情意」
と「行動」を強力に駆動する優れた教育素材
であることが証明された。今後は、この「熱
狂」を一時的なレクリエーションに終わらせ
ず、いかにして「社会的な共生感覚」へと定
着させるかが課題となる。

写真７　試行錯誤の嵐

　結論として、幼児教育のカリキュラム（教
育課程）におけるインクルーシブ教育の深化
には、身体的な「遊び」を核としつつも、次
の2点が不可欠である。第1に、単発の疑似体
験に留まらない「障碍当事者との継続的な協
働機会の創出」である。第2に、体験の中で
生じた身体的違和感や工夫を学びへと架橋す
る「省察（内省）支援の体系化」である。本
報告が、単なる制度的統合を超えた、現場に
おける「生活空間の共創」に向けた議論の一
助となることを願う。
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新潟青陵学会誌投稿および編集に関する規程

（発行の目的）
第１条　新潟青陵学会会員がそれぞれの専門分野において学術的にさらに発展する基盤を獲得で

きるよう、「新潟青陵学会会則」第2条（目的）に則り、会員相互の指導･支援により会員が執筆
する論文等を掲載発表することを目的として「新潟青陵学会誌」を発刊する。

（投稿資格）
第２条　学会誌への投稿者は、正会員に限る。ただし、学会役員会が承認する場合には、正会員

以外の投稿資格を認めることがある。
（発行の体裁）
第３条　発行各号の体裁はＡ4版とし、本文の体裁は10ポイント活字横2段組みとする。

（掲載制限）
第４条　同一の号における掲載は、1人1編を原則とする。ただし、各号の全体の頁数が過大とな

る場合は、執筆者の承諾を得て2つ以上の号に分割掲載することがある。
２　他誌に発表された原稿（投稿中および印刷中も含む）の投稿は認めない。

（原稿の種類および内容）
第５条　原稿の種類は、総説、原著、研究報告、資料および実践報告とし、それぞれの内容は、

次の各号のとおりとする。
　一、総説　特定のテーマについて、総合的に学問的状況を概説したり考察したりしたもの
　二、原著　独創的な知見が論理的に導かれている学術論文
　三、研究報告　研究結果の意義が大きく、当該研究分野の進展に寄与すると認められるもの
　　（調査報告等を含む）
　四、資料　前各号のいずれにも該当しないものの、資料的価値があると認められるもの
　五、実践報告　実践の内容を具体的かつ明確に記述し、その結果について整理したもの
　　（事例報告を含む）
　２　新潟青陵学会誌編集委員会（以下「編集委員会」という。）は、前項に規定する原稿とは
　　別に、新潟青陵学会の事業に関する記事を掲載したり、会員に記事の投稿を求めたりするこ

とができる。
（投稿手続）
第６条　原稿は、次の各号により構成する。
　一、和文要旨（資料、実践報告をのぞく）・キーワード
　二、英文要旨（資料、実践報告をのぞく）・キーワード
　三、本文（タイトル、文献、注、付記を含む）
　四、図、表および写真
２　前項第二号に規定する英文要旨は、英語を母国語とする者、またはそれに準ずる語学力を有

する者による校閲を受けるものとする。校閲に係る手続き等は、投稿者において行う。
３　研究等の実施にあたりいずれかの倫理審査委員会で審査を受けたかどうかを、カバーシート

に記載し、該当する場合は承認を得た倫理審査委員会名および承認番号を記載する。倫理的配
慮は本文の「方法」の項に記載する。

４　投稿者は、編集委員会において定める提出期限までに、次の各号の書類等を編集委員会にお
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いて定める提出先に電磁的方法により提出する。
　一、カバーシート（様式1）　1部
　二、原稿　1部
　三、投稿論文チェックリスト（様式2）　1部
　四、誓約書および著作権譲渡同意書（様式3）　1部
５　総説、原著、研究報告、資料には、投稿者の氏名を記載しない。
６　投稿者は、和文要旨、英文要旨、本文、図表をそれぞれのファイルに分けて提出する。
７　第5条第2項に規定する記事は、前号までの規程によらず、編集委員会において別に定めると

ころによるものとする。
８　投稿の提出期限は、2カ月に1度設けるものとする。

（編集手続）
第７条　編集委員会における編集手続は、次の各号のとおりとする。
　一、前条第4項の投稿手続を経た原稿は、学会事務局の定めた提出先に提出された日をもって提

出日とする。ただし、提出期限を過ぎて到着した原稿は、いかなる理由があっても認めない。
　二、編集委員長は、期限までに提出された原稿が本規定の第6条第3項および4項を遵守している

かどうか確認し、遵守されている原稿を受け付け、遵守されていない原稿については再提出
を指示する。

　三、編集委員会は、受け付けた原稿を審査に付し、総説、原著、研究報告および資料については、
査読を査読者2名によるダブル・ブラインド制で行い、その採否を決定し、正式に受理する。

　四、実践報告については、査読を査読者2名によるオープンレビュー制で行い、その採否を決定
し、正式に受理する。

　五、編集委員会は、受理した原稿の投稿者に対して原稿の修正および種類の変更を求めること
ができる。なお、修正期間と査読期間については、編集委員会の定めるところによるものとする。

　六、原稿の受理通知を受けた投稿者は、編集委員会に対して、本文等の電磁的データを遅滞な
く提出しなければならない。

　七、原稿の掲載順等の編集に関する事項は、編集委員会が決定する。
（原稿の執筆）
第８条　原稿の執筆は、次の各号の要領によるものとする。
　一、原稿は、和文または英文により、Microsoft Wordを用いて作成する。
　二、本文の原稿（図、表および写真を除く｡）の形式は、すべてＡ4版の用紙に、MS明朝フォント、

10ポイント横書きで作成するものとする。句読点は、「、」「。」を用い、英数字は半角とする。
　三、一行の文字数は40字、一頁の行数は36行に設定して適切な行間を空けるものとする。文献、
　　注、付記の書式もこれに準ずる。
　四、原稿の本文、図、表および写真を合計したＡ4版用紙の枚数は、13枚以内とする。
　五、原稿中の図、表および写真は、4分の1未満にあっては360字、4分の1以上2分の1未満にあっ

ては720字、2分の1以上1頁未満にあっては1440字で換算するものとする。
　六、見出番号の表記は、原則として次の様式に従う（全角英数字。｢　｣ は全角スペースを、
　　｢□｣ は文字を示す）。
　　Ⅰ　□□□□□（章）
　　（１行アキ）
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　　１．□□□□□（節）
　　１）□□□□□（項）
　　（１）□□□□□
　　①　□□□□□
　七、図、表および写真には、図1、表1、写真1のように通し番号をつけ、本文とは別に一括し、

本文右欄外に、それぞれ挿入希望位置を朱書書きで指定するものとする。なお、図および写
真については、天地の別を明示することが望ましい。文字の修正・矢印の焼き込み等につい
ては、別に実費を徴収するものとする。

　八、図および写真は、編集可能な明瞭かつ鮮明な電磁的データとする。
　九、文献の記載は、原則「バンクーバー方式」に準じ、本文中に文献が引用された順に番号をつけ、

その順に引用文献を記載する。本文中に2ヶ所以上で同じ文献を引用した場合は、最初につけ
た番号をそのまま後に引用した所につける。

　　①　文献の記載は、著者が6人までは全員、7人以上の場合は6人までを挙げ、7人以降は
　　　『, 他』とする。英文の場合は、『, et al』とする。記載方法は以下の例に従う。
　　②　文献の番号は、本文中の必要箇所右肩に１）, 1－5）, 1, 3－5）のように、片括弧を付した算用数字

を記入する｡
　　③　雑誌名に略語を用いてよい。その場合はすべての雑誌名に略語を使用する。
　　④　文献の表記は、原則として次の様式に従う。英数字、記号およびスペースは全て半角とする。
　　　［雑誌論文］  著者名. 論文名. 雑誌名. 西暦年; 巻（号）: 頁－頁. 
　　1）　緒方泰子, 永野みどり, 福田敬, 橋本廸生. 病棟に勤務する看護職の就業継続意向と看護実践

環境との関連. 日本公衆衛生雑誌. 2011; 58（6）: 409－419.
　　2）Gottfried H, O'Reilly J, Nikolova M, Ghodsee K, Hobson B, Orloff AS, et al. Reregulating 
　　　　breadwinner models in socially conservative welfare systems: comparing Germany and 
　　　　Japan. Social Politics. 2002; 9（1）: 29－59.
　　　［単行書］  著者名. 書名. 編者名. 頁. 発行所所在地: 発行所名; 西暦年.
　　3）秋山智久. 社会福祉専門職の研究. 103. 京都:ミネルヴァ書房; 2007.
　　4）Sen AK. Collective choice and social welfare. 201. Amsterdam: Elsevier; 2002. 
　　　［訳書］  原著者名. 訳者名. 書名. 頁. 発行所所在地: 発行所名; 西暦年.
　　5）Oleckno WA.  柳川洋, 萱場一生. しっかり学ぶ基礎からの疫学: basic learning and  

training. 135. 東京: 南山堂; 2004.
　　　［ウェブページ］  著者名. ページ名. <URL>. 閲覧西暦年月日.
　　6）厚生労働省. 平成24年度　特定健康診査・特定保健指導の実施状況. <http://www.mhlw.
　　　　go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/info03_h24.html>. 2014年8月31日.
　十、注の記載は、本雑誌が複数の異なる学術分野を扱うため、執筆者が属する学術分野が主導

する論文形式に則り、選択できるものとする。注の記載を選択した場合は、本文の最後（文
献がある場合はその後）に引用順に一括する。

　①　注の番号は、本文中の必要箇所右肩に注1）, 注2）のように、片括弧を付し注を付けた算用数
字を記入する｡

　②　注の記載内容および記載形式は、執筆者の属する学術分野が主導する論文形式に則る。
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十一、付記の取扱いは、次の例による。
　①　原稿の終わりに謝辞等の項を設けることができる。
　②　当該研究が研究助成、試料提供、便宜供与などの経済的支援を得て行われた場合は、謝辞

等にその旨を記載する。
　③　共著論文の場合、各著者の貢献（執筆分担箇所または役割分担）を明記することが望ましい。
十二、本誌では総説、原著、研究報告および資料については、ダブル・ブラインド制による査読

を採用するため、原稿には著者名・所属が同定されるような情報が含まれないようにする。
　①　本文や参考文献の中で、著者が特定される箇所は伏せ字にするなどして、著者が推測され

にくいように配慮する。
　②　謝辞や研究資金助成等の記載で著者が特定できる可能性がある場合は、投稿時点では行わ

ず、採択後の完成原稿に記す。
　③　上記の配慮は著者の責任において行う。
十三、カバーシートには、次の内容を記載する。
　①　論文の表題（和文および英文）
　②　欄外見出し（和文および英文）
　③　著者名（和文およびローマ字）
　④　所属機関名
　⑤　キーワード（和文および英文で5語以内）
　⑥　図、表および写真それぞれの枚数
　⑦　希望する原稿の種類
　⑧　実費負担による抜刷希望部数
　⑨　連絡者（第一執筆者であることが望ましい｡）の氏名、住所、電話番号および電子メール

アドレス
　⑩　英文校閲を証明するサイン
　⑪　倫理審査の必要性の有無
十四、要旨は、和文については400字程度、英文については200ワード程度で作成するものとする。

なお、原稿作成の際、本文の最後に字数およびワード数を明記する（例（396字）、（190words）。
（著者校正）
第９条　審査および査読後の最終原稿提出後の著者校正は、誤字及び脱字等の修正以外の加筆及

び修正は認めないものとする。
（抜刷等）
第10条　抜刷を希望する場合は、印刷部数に関係なく、すべて実費を著者負担とする。

（著作権等）
第11条　本学会誌に掲載された論文等（以下「論文等」という｡）の著作権は、新潟青陵学会に帰

属する。
２　前項の著作権とは以下を指す。
　一、コピーを作ることに関する権利として、「複製権」
　二、コピーを使わずに公衆に伝えることに関する権利として、「上演権・演奏権」、「上映権」、「公

衆送信権」、「公の伝達権」、「口述権」、「展示権」
　三、コピーを使って公衆に伝えることに関する権利として、「譲渡権」、「貸与権」、「頒布権」



50 新潟青陵学会誌　第19巻第２号　2026年９月

　四、二次的著作物の創作・利用に関する権利としての「二次的著作物の創作権」、「二次的著作
物の利用権」は含まない。

（規程の改正）
第12条　この規程の改正は、学会役員会の議を経なければならない。

　　　附　　　則
　この規程は、平成20年12月1日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成21年7月6日から施行し、平成21年4月1日から適用する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成22年12月17日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成27年7月27日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成27年9月28日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成28年2月15日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成28年5月16日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成29年2月13日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成29年9月25日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、平成30年2月19日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2019年11月3日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2021年2月8日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2022年10月20日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2024年2月16日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2025年2月20日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2025年9月29日から施行する。
　　　附　　　則
　この規程は、2026年7月29日から施行する。
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（様式１）
　新潟青陵学会誌（Journal of Niigata Seiryo Academic Society）投稿論文カバーシート
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（様式２）

投稿論文等チェックリスト
＊投稿する前に原稿を点検確認し、原稿に添付して提出してください。下記の項目に従っていない場合
　は、投稿を受け付けないことがあります。

□１．原稿の内容は、他の出版物にすでに発表、あるいは投稿されていない。
□２．希望する原稿の種類と原稿枚数の規定を確認している。
□３．原稿は、A4判用紙に横書きで、1行40字、1ページ36行で作成している。
□４．原稿枚数は、本文、注記および図表等を含めて、投稿規程の制限範囲内である。
□５．図、表および写真は、1枚に1点を印刷し、それぞれ通し番号を付けている。
□６．見出番号の表記は、投稿および編集に関する規程に準じている。
□７．本文原稿右欄外に、図、表および写真の挿入希望位置を朱書きしている。
□８．文献の情報は、原典と相違ない。
□９．文献の記載は、投稿および編集に関する規程に準じている。
□10．和文要旨400字程度、英文要旨200ワード程度（希望する原稿の種類が ｢資料｣ の場合
　　を除く）をつけている。
□11．英文要旨と和文要旨の内容は、一致している。
□12．カバーシートに、次の項目を記載している。
　　　①　論文の表題（和文および英文）
　　　②　欄外見出し（和文および英文）
　　　③　著者名（和文およびローマ字）
　　　④　所属機関名
　　　⑤　キーワード（日本語および英文でそれぞれ5語以内）
　　　⑥　図、表および写真それぞれの枚数
　　　⑦　希望する原稿の種類
　　　⑧　抜刷希望部数（著者負担）
　　　⑨　連絡者（第一執筆者であることが望ましい。）の氏名、住所、電話番号および
　　　　電子メールアドレス
　　　⑩　英文校閲を証明するサイン
　　　⑪　倫理審査の必要性の有無
□13．次の書類等が、揃っている。
　　　①　原稿（和文抄録、英文抄録、本文、図表をそれぞれのファイルに分ける）
　　　②　カバーシート
　　　③　投稿論文チェックリスト
　　　④　誓約書および著作権譲渡同意書

以　上
　私は、新潟青陵学会誌投稿および編集に関する規程に基づき、上記項目を確認しました。

　　　　　　　　　　年　　月　　日（第一執筆者氏名）
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（様式３）
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　暦の上では秋を迎えましたが、まだまだ暑
さの残る日が続いています。近年は猛暑や豪
雨など、これまでの「例年どおり」が通用し
ないような気候に戸惑うことも多くなりまし
た。そうした中にも、少しずつ季節の移ろい
を感じる頃となりました。
　新潟青陵学会誌第19巻第2号をお届けいた
します。本号には、研究報告1編、実践報告2
編、資料1編の計4編を掲載いたしました。ご
投稿いただいた皆様、また、ご多用の中、査
読をお引き受けくださった皆様に心より感謝
申し上げます。
　今回の掲載論文を読みながら、「人と人と
をつなぐもの」について考えました。私たち
は普段、人と人との関係は会話や交流によっ
て生まれるものと考えがちです。しかし、そ
の間には、場所や道具、制度、時には技術と
いった、さまざまなものが存在しています。
　たとえば、使われなくなった空き店舗が、
人が集まり、関わり合う場へと姿を変えるこ
とがあります。また、急速に身近なものとなっ

た生成AIも、使い方によっては答えを得る
だけの道具ではなく、自分自身の考えを問い
直す相手となり得ます。実習やスポーツにつ
いても同様に、それ自体が目的なのではなく、
そこにどのような関わりを生み出すかによっ
て意味が変わってくるのでしょう。
　便利な制度や道具、魅力的な場を用意すれ
ば、それだけで人がつながるわけではありま
せん。そこに関わる人がどのように働きかけ、
どのように意味を見いだしていくのか。その
積み重ねによって、初めて新しい関係や学び
が生まれるのではないかと思います。
　考えてみれば、学会誌もまた、人と人をつ
なぐものの一つです。研究や実践を文章とし
て残し、それを異なる領域や立場の人が読む
ことで、新たな問いや実践につながっていく。
本誌がそのような知の交流の場であり続ける
ことを願っています。
　皆様からのご投稿を心よりお待ちしており
ます。

堀田 雄大

2026年度　新潟青陵学会役員
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